
助成事業に関する規程 

（目 的） 

第 １ 条  この規程は、公益社団法人鹿児島県トラック協会（以下「当協会」という。）における、

助成事業についての必要な事項を定めるものとする。 

（定 義） 

第 ２ 条  助成事業とは、当協会が事業年度ごとに事業計画に基づき実施する事業を指すもの

とする。 

（種類及び事業内容） 

第 ３ 条  助成事業の対象となる種類及び内容（交付額、予算額、処分の禁止）は、別表１の

とおりとする。

（対象者） 

第 ４ 条  前条の対象者は、当協会の定款第５条「ア」「イ」「ウ」に該当する普通会員（以下 

「会員」という。）とする。ただし、当協会会費未納並びに社会保険等の未加入会員は、 

 対象外とする。 

（助成請求期間） 

第 ５ 条  会計年度の４月１日から２月２８日までに購入及び設置、装着等を完了し、支払い

が終了するものでなければならない。請求は、別途定める場合を除き、原則として２

月２８日までに提出するものとする。 

また、期間内であっても、予算に達した場合は、原則として助成しないものとする。 

（交付請求） 

第 ６ 条  会員は、助成金交付請求書（助成事業実施報告書）の様式１により助成金を会長に

請求するものとする。 

(交付決定) 

（交付決定通知書） 

第 ８ 条  当協会は、交付決定通知後、速やかに対象会員に助成金を交付するものとする。 

（助成金の返戻） 

第 ９ 条  交付対象となった会員が、次の各号のいずれかに該当するときは、当協会は会員に

対し期限を定め、その返還を求めることができる。 

     （１） 第３条にある別表１に示した禁止期間に助成対象となったものの処分を行った

とき 

     （２） 有責事故または火災等により助成対象となったものが使用できなくなったとき 

     （３）助成金交付請求書（助成事業実施報告書）に不正が判明したとき 

（４）第３条にある別表１に示した禁止期間に当協会を退会したとき 

第 ７ 条  当協会は、前条により助成金交付請求書（助成事業実施報告書）の提出があったと

きは、速やかに審査し、適正と認められたときは、交付決定通知書（様式２）により

会員に通知するものとする。交付決定を行った場合は、次に開催される理事会におい

て報告するものとする。 



（助成事業実施後の報告） 

第１０条  当協会は、本制度を利用した会員に対して、成果報告を求めることができるものと

する。 

（細 則） 

第１１条  この規程の実施に必要な事項は、会長が理事会の承認を得て、別に定めるものと 

する。 

（改 廃） 

第１２条  この規程の改廃は、理事会の決議にて行う。 

附 則 １. この規程は、公益法人の設立の登記の日から施行する。 

 ２. この改正規程は、平成２７年３月２４日から適用する。 
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※記載例：安全装置等導入促進助成金

様式 1 ＊個別に請求書等を作成する助成事業もある。            （各事業共通）

  年  月  日

助成金交付請求書 
（助成事業実施報告書） 

公益社団法人 鹿児島県トラック協会 

会 長 中 村 利 秋     殿 

〈申請者〉 

住 所 

名 称 

氏 名                   印 

                  電話番号          担当者（     ） 

助成事業に関する規程に基づき、助成金を下記のとおり申請する。 

記 

助成金請求額            円

１．助成事業名 （                          ）

２．整理番号  ・別紙内訳書の通り       

３．報告内訳 ・別紙内訳書の通り

４．振込先口座 ・（銀行名）         銀行・信用金庫 （支店名）     支店

            ・（預 金） 普通 ・ 当座  ・（口座番号） 

            ・（口座
ふ り

名義
が な

）                   

５．添付書類 以下に掲げるものを添付ください。（申請内容によっては、不要なものもあります。）

  ① 助成金申請内訳書 ② 社会保険等加入に係る誓約書 

③ 国の補助金交付申請に係る誓約書（必要機器のみ）

④ 請求書（写）･･･装着装置、審査・登録料金等の明細がわかるもの

  ⑤ 領収証（写） ※（リースの場合、リース契約書(写)）⑥ ナスバネット利用契約書（写）

  ⑦ Ｇマーク認定証（写） ⑧ 研修修了証（写し）⑨ グリーン経営認証登録証（写） 

⑩ その他必要と思われるもの（車検証（写し）・装着（取付）証明書等他） 

以 上

印

受 付 日 
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様式２                  

鹿ト協発第     号

  年  月  日

                殿

公益社団法人 鹿児島県トラック協会

会 長 中 村 利 秋 

交付決定通知書

  年  月  日付で助成金交付請求のあった（            ）は、

下記のとおり交付することとしましたので通知します。 

記 

交付請求額         円

交付決定額         円

以 上 

※県ト協→申請会員事業者 

- 2 -



様式３                             （各事業共通）

  年  月  日

公益社団法人鹿児島県トラック協会

会 長 中 村 利 秋    殿 

住  所

事業者名         

代表者名                  

誓  約  書

 弊社は、助成金交付請求書（助成事業実施報告書）の申請に対し、社会保険等については、

適正に手続き加入していることを誓約いたします。 

 なお、助成金受領後に助成事業に関する規程第４条及び第９条に反していることが判明し

た場合、助成金を全額返戻いたします。 

参考書式１(共通) 

参考書式 1

誓  約  書

 弊社は、下記機器の導入に対して国の補助金交付申請を行わない（行っていない）ことを、

誓約いたします。

記 

１．機 器 名

        メーカー名：

        名   称：

        型   式：

２．導入台数       台

３．装着車両（明細）*車両番号記載

４．導入（予定）年月日         年  月  日 

安全装置等・ドライブレコーダ機器・ＥＭＳ用機器・アイドリングストップ支援機器の導入にかかる 

申請の場合、下記の誓約書についてもご提出ください。 
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  年  月  日 

申請（装着）会員事業者名 

                       様 

機 器 取 付 (装着）証 明 書 

下記のとおり機器の装着(取付)したことを証明します。 

装着車両の 

登 録 番 号 

機器名称・型式等 
装 着 日 

備 考 

（機器単価等） メーカー名 機 器 名 型 式 等 

鹿児島   年  月  日 

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

鹿児島  年  月  日

（機器納入取付業者名） 

住  所 

名  称 

代表者名                    印
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助成事業名称  １ 安全装置等導入促進助成金 

対象機器等 

助成対象となる安全装置等は、当該年度に事業用貨物自動車に新たに装着した 

（中古品・レンタル品を除く）次に掲げる装置とする。 

（１）-１ 後方視野確認支援装置 

     対象機器は、全ト協が示す安全装置等対象機器等一覧(*追加・変更あり)とする。 

（１）-２ 後方視野確認支援装置 

     対象機器は、（１）-１以外のものとする。 

（２）-１ 側方視野確認支援装置 

     対象機器は、全ト協が示す安全装置等対象機器等一覧(*追加・変更あり)とする。

（２）-２ 側方視野確認支援装置 

対象機器は、（２）-１以外のものとする。 

※車両総重量７．５トン以上の事業用トラックの左側に側方カメラを装着した場合に限り、 

助成対象とする。 

（３） 呼気吹込み式アルコールインターロック装置 

対象機器は、全ト協が示す安全装置等対象機器等一覧(*追加・変更あり)とする。 

（４) ＩＴ機器を活用した遠隔地で行う点呼に使用する携帯型アルコール検知器 

対象機器は、全ト協が示す安全装置等対象機器等一覧(*追加・変更あり)とする。 

 ※安全性優良事業所（Gマーク認定事業所）が導入した場合に限り、助成対象とする。 

 注１ （１）-１、（１）-２、（２）-１、（２）-２、（３）及び（４）の装置の装着に当たっては道路 

  運送車両の保安基準に抵触しないことを条件とする。 

 注２ （１）-２、（２）-２の機器については、概ね全ト協が別に定める安全装置等助成対象 

基準を満たすものとする。

交付額及び 

条件 

上記（１）-１、（２）-１、（３）及び（４）の機器に対しては、１台あたり取得価格（税抜）の 

１/２（上限２０，０００円）とする。（千円未満切り捨て） 

なお、（１）-１後方視野確認支援装置及び（２）-１側方視野確認支援装置の一体型の 

対象機器を新たに装着した場合については、１台あたり取得価格（税抜）の１/２（上限

４０，０００円）の助成を行うものとする。 

注１ （１）-１、（１）-２後方視野確認支援装置の取り扱いについては、モニターと後方 

カメラを同時に導入した場合に限り助成する。 

モニター単体又はカメラ単体による導入の場合は助成対象としない。 

注２ （２）-１側方視野確認支援装置の取り扱いについては、以下のいずれかに該当 

する場合に助成対象とする。 

（ア）モニターと左側方カメラを同時導入した場合、取得価格総額（税抜）の１/２ 

（上限２０，０００円）を助成する。 

（イ）（１）-１後方視野確認支援装置（モニター＋後方カメラ）導入済み車両に 

左側方カメラを単体で後付け装着した場合取得価格総額（税抜）の１/２ 

（上限２０，０００円）を助成する。 

別表 1
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（ウ）新たに（１）-１後方視野確認支援装置、（２）-１側方視野確認支援装置を同時 

導入した場合（後方視野確認支援装置（モニター＋後方カメラ）１台＋左側 

方カメラ１台）は、取得価格総額（税抜）の１／２（上限４０，０００円）を助成 

する。 

※１会員あたり、（１）-１、（２）-１、（３）及び（４）の機器について、合わせて１０台(上限) 

までとする。 

なお、安全性優良事業所（G マーク認定事業所）の認定を受けている事業者において

は、１会員２０台（上限）までとする。 

上記（１）-２、（２）-２の機器に対しては、１台あたり取得価格（税抜）の１／２とし、 

上限３，０００円とする。（千円未満切り捨て） 

※１会員あたり、（１）-２、（２）-２の機器について、合わせて１０台(上限)までとする。 

但し、（１）-１、（１）-２、（２）-１、（２）-２、（３）及び（４）については、新規（中古品・レン 

タル品を除く）に装着（鹿児島県内に登録している事業用貨物自動車に限る。）したもの 

に限る。 

・国からの補助金が交付された装置に対しては、助成金を交付しない。 

（参考書式１；誓約書を添付すること）

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

会員は、交付対象となった機器が装着の日から起算して下記の期間を経過するまでの

期間は、譲渡、交換、廃棄、他用途への転用、貸付又は担保に供してはならない。処分の

禁止に該当した場合は、助成金を返金しなければならない。 

但し、あらかじめ理事会の承認を得た場合はこの限りではない。 

(１) 後方視野確認支援装置   １年 

(２) 側方視野確認支援装置   １年 

(３) 呼気吹込み式アルコールインターロック装置  １年 

(４) ＩＴ機器を活用した遠隔地で行う点呼に使用する携帯型アルコール検知器   １年

備  考 

・対象機器については、適宜追加・変更されるため、事前にお問合せください。 

・安全性優良事業所（Ｇマーク認定事業所）とは、当協会で把握している当該年度の４月 

1 日時点の認定事業者を基とします。 

但し、年度途中で、認定の取り消し等により要件を満たさなくなった場合は、認定取消日

等以降に未認定事業者として取り扱います。 
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整理 台数

番号 メーカー名 （台）

(装置名)

(型　式)

(装置名)

(型　式)

(装置名)

(型　式)

(装置名)

(型　式)

(装置名)

(型　式)

(装置名)

(型　式)

(装置名)

(型　式)

(装置名)

(型　式)

(装置名)

(型　式)

(装置名)

(型　式)

　　　合　　計

＊1：ＩＴ機器を活用した遠隔地で行う点呼に使用する携帯型アルコール検知器の場合のみ、導入事業所のGマークコード番号を記入してください。

＊2：側方＝側方視野支援確認装置（装着した車両区分を記入してください。）　「中型」の場合は、車両総重量が7.5トン以上が対象となります。

＊3：後方＝後方視野支援確認装置、側方＝側方視野支援確認装置
　　　インター＝呼気吹込み式アルコールインターロック、IT＝ＩＴ機器を活用した遠隔地で行う点呼に使用する携帯型アルコール検知器

1 鹿児島 11 鹿児島

2 鹿児島 12 鹿児島

3 鹿児島 13 鹿児島

4 鹿児島 14 鹿児島

5 鹿児島 15 鹿児島

6 鹿児島 16 鹿児島

7 鹿児島 17 鹿児島

8 鹿児島 18 鹿児島

9 鹿児島 19 鹿児島

10 鹿児島 20 鹿児島

※機器取付(装着)車両番号については、別紙または車検証(写)を添付することで記載に代えることができます。

機器取付(装着)車両番号 機器取付(装着)車両番号

安　全　装　置　等　導　入　内　訳　書

月

8

年

車両区分
*2Ｇマーク

認定証番号*1

後方 ・側方
ｲﾝﾀｰ ・ IT

月

月年

装着年月

年 月

導入装置

装置名・型式

後方 ・側方
ｲﾝﾀｰ ・ IT

後方 ・側方
ｲﾝﾀｰ ・ IT

区　分
*3

年 月

年 月

年 月

月

月

年 月

年

年

年

10
後方 ・側方
ｲﾝﾀｰ ・ IT

7

5

9
後方 ・側方
ｲﾝﾀｰ ・ IT

後方 ・側方
ｲﾝﾀｰ ・ IT

後方 ・側方
ｲﾝﾀｰ ・ IT

後方 ・側方
ｲﾝﾀｰ ・ IT

2

支　　店

営業所名

後方 ・側方
ｲﾝﾀｰ ・ IT

後方 ・側方
ｲﾝﾀｰ ・ IT

1

4

6

3

助成請求額
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助成事業名称 ２ 衝突被害軽減ブレーキ装置導入促進助成金 

対象機器等 

事業用トラック（車両総重量３．５トン以上、８トン未満に限る。）に搭載した衝突被害 

軽減ブレーキ装置であり、国の「事故防止対策支援推進事業（先進安全自動車（ＡＳV) 

の導入に対する支援）」の衝突被害軽減ブレーキ装置と同一とする。 

対象機器は、衝突被害軽減ブレーキ装置機器等一覧 (*追加・変更あり)に示すもの 

とする。 

交付額及び 

条件 

1 台あたり装置の取得価格（税抜）の１/２（上限１００，０００円）とする。 

  但し、新規に車両に装置を装着（鹿児島県内に登録している事業用貨物自動車に 

限る。）したもので、１会員３台（上限）までとする。 

なお、安全性優良事業所（G マーク認定事業所）の認定を受けている事業者において

は、１会員６台（上限）までとする。 

注１ 国の補助金との併用は妨げないものとする。 

注２ 但し、中小企業事業者（*）に限るものとする。 

*中小企業庁の解釈により、以下のいずれかとする。 

   ・資本金の額または出資の総額が３億円以下の会社 

   ・常時使用する従業員の数が３００人以下の会社及び個人 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

会員は、交付対象となった機器が装着の日から起算して４年を経過するまでの期間

は、譲渡、交換、廃棄、他用途への転用、貸付又は担保に供してはならない。処分の禁

止に該当した場合は、助成金を返金しなければならない。 

但し、あらかじめ理事会の承認を得た場合はこの限りではない。

備  考 

・対象機器については、適宜追加・変更されるため、事前にお問合せください。 

・安全性優良事業所（Ｇマーク認定事業所）の認定を受けている事業者とは、当協会で

把握している当該年度の４月 1日時点の認定事業者を基とします。 

但し、年度途中で、認定の取り消し等により要件を満たさなくなった場合は、認定取消

日等以降に未認定事業者として取り扱います。
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整理

番号

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

・装着車両の車検証の写しを添付してください。

メーカー名

助成請求額
装置取得
価格1/2
(上限10万）

衝突被害軽減ブレーキ装置導入内訳書

装置装着名

5
衝突被害

軽減
ブレーキ

鹿児島

1
衝突被害
軽減
ブレーキ

鹿児島

装置

取得価格
(税抜）

登録番号

支　　店

営業所名

新規登録日車台番号

衝突被害
軽減
ブレーキ

鹿児島6

鹿児島

　　　合　　計

3
衝突被害
軽減

ブレーキ

鹿児島

2
衝突被害

軽減
ブレーキ

4
衝突被害
軽減
ブレーキ

鹿児島
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  年  月  日

衝突被害軽減ブレーキ搭載証明書

自動車製作者もしくは自動車販売会社等の 

名称または会社名              印 

住所                      

以下の自動車について、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示に規定された 

 衝突被害軽減ブレーキの技術基準に適合した装置を備えていることを証明する。 

登 録 番 号 鹿児島 

車 台 番 号  

装  置  名  

備考(装置取得価格等)  
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助成事業名称 ３ ドライブレコーダ機器導入促進助成金 

対象機器等 

助成対象となるドライブレコーダ機器は、当該年度に事業用貨物自動車に新たに 

装着した（中古品・レンタル品を除く）次に掲げる装置とする。 

(１) 全ト協「貨物自動車用ドライブレコーダ選定ガイドライン規程」で分類され、かつ、 

一定要件を満足する機器で映像や走行データを記録するドライブレコーダ車載器 

で、全ト協が示すドライブレコーダ機器等一覧 (*追加・変更あり)とする。 

① 運行管理連携型    ② 標準型    ③ 簡易型 

（２）上記の（１）以外に、映像や走行データを記録する一定の要件を有するドライブ 

レコーダ車載器とする。 

交付額及び 

条件 

上記（１）①運行管理連携型の機器に対しては、１台あたり取得価格（税抜）の１/２ 

（上限５，０００円）とする。 

１会員あたり（１）①の機器については、登録台数（被けん引車を除く。）の３０％（小数 

点以下切り上げ）以内を限度とする。 

但し、登録台数（被けん引車を除く。）が３０台以下の場合については、１事業者１０台 

（上限）までとする。 

また、（１）②標準型、③簡易型及び（２）の機器に対しては、１台あたり取得価格 

（税抜）の１／２とし、 

・（１）②標準型、③簡易型については、３，０００円（上限）とする。 

・（２）の機器については、２，０００円（上限）とする。 

1 会員あたり（１）②標準型、③簡易型及び（２）の機器については、登録台数（被けん 

引車を除く。）の３０％（小数点以下切り上げ）以内を限度とする。 

但し、登録台数（被けん引車を除く。）が３０台以下の場合については、１事業者１０台 

（上限）までとする。 

注１）（１）①、②、③及び（２）については、新規（中古品・レンタル品を除く）に装着（鹿

児島県内に登録している事業用貨物自動車に限る。）したものに限る。 

注２） 国からの補助金が交付された機器に対しては助成金を交付しない。 

（参考書式１；誓約書を添付すること） 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

会員は、交付対象となった機器が装着の日から起算して１年を経過するまでの期間

は、譲渡、交換、廃棄、他用途への転用、貸付又は担保に供してはならない。処分の禁

止に該当した場合は、助成金を返金しなければならない。 

但し、あらかじめ理事会の承認を得た場合はこの限りではない。

備  考 

登録台数については、当協会で把握している当該年度の 4 月 1 日時点の登録台数

を基とし、新規入会時等については、入会時の登録台数を基とします。 

・対象機器については、適宜追加・変更されるため、事前にお問合せください。 
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参考 

「ドライブレコーダ機器等の分類」について 

（全ト協「貨物自動車用ドライブレコーダ選定ガイドライン規程」抜粋） 

事故防止、安全運行等に資するドライブレコーダの普及を図るため、一般的に使用 

されているドライブレコーダを貨物運送事業者の使用目的に応じて、以下に分類する。 

運行管理連携型

急ブレーキ時等の映像及び速度情報による運転指導に加え、運行管理 

面やヒヤリハット等の多角的な分析等から交通安全教育等を行う 

ことができるタイプ。 

標準型 急ブレーキ時等の映像及び速度情報を活用し運転指導を行うタイプ。 

簡易型
急ブレーキ時等の映像及び簡易的に取得した速度情報を活用し 

運転指導を行うタイプ。 
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整理 台数

番号 メーカー名 （台）

運管 標準

簡易 以外

運管 標準

簡易 以外

運管 標準

簡易 以外

運管 標準

簡易 以外

運管 標準

簡易 以外

運管 標準

簡易 以外

運管 標準

簡易 以外

運管 標準

簡易 以外

運管 標準

簡易 以外

運管 標準

簡易 以外

*：運管＝運行管理連携型、標準＝標準型、簡易＝簡易型、以外＝運管・標準・簡易型以外

1 鹿児島 11 鹿児島

2 鹿児島 12 鹿児島

3 鹿児島 13 鹿児島

4 鹿児島 14 鹿児島

5 鹿児島 15 鹿児島

6 鹿児島 16 鹿児島

7 鹿児島 17 鹿児島

8 鹿児島 18 鹿児島

9 鹿児島 19 鹿児島

10 鹿児島 20 鹿児島

※機器取付(装着)車両番号については、別紙または車検証(写)を添付することで記載に代えることができます。
※機器取付(装着)車両番号欄が、不足する場合は、コピーして、ご記入ください。

装着年月
型式

1

助成請求額
支　　店

営業所名

月

月

年

年

月

4

3 年

月

7

年

月

8 年

年

月

9 年

　　　合　　計

導入機器

分類*

10

5

2

月年

年

月

月6

機器取付(装着)車両番号 機器取付(装着)車両番号

ドライブレコーダ機器等導入内訳書

年 月
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助成事業名称 ４ アルコール検知器増強導入促進助成金 

対象機器等 

会員が既に導入済みのアルコール検知器より感知の精度など品質の高い機器とし、 

鹿児島県内の認可営業所で使用するため買換えや追加購入するものを対象とする。 

但し、機器センサー交換及び部品交換は対象外とする。 

交付額及び 

条件 

機器の取得価格（税抜）またはリース費用の２分の１とし、１会員あたり２０，０００円（上

限）とする。（１，０００円未満切り捨て） 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

会員は、交付対象となった機器が装着の日から起算して１年を経過するまでの期間は、

譲渡、交換、廃棄、他用途への転用、貸付又は担保に供してはならない。処分の禁止に該

当した場合は、助成金を返金しなければならない。 

但し、あらかじめ理事会の承認を得た場合はこの限りではない。

備  考  
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助成請求額

メーカー名
機器の購入価格(税抜)

またはリース費用の2分の1

(1,000円未満切捨)

(装置名)

(型　式)

(装置名)

(型　式)

(装置名)

(型　式)

　　　合　　計

月

月

3 年

月

年2

台数
（台）

1

アルコール検知器増強導入内訳書

整理
番号

購入機器明細

支　 　店
営業所名

年

購入(リース)年月
装置名・型式
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助成事業名称 ５ 適性診断機器導入助成金 

対象機器等 

（独法）自動車事故対策機構が普及促進を図るナスバネット（運転者適性診断システム） 

または、国土交通省が定めた一般診断の内容を行える運転適性診断機器とする。 

（参考機器：下記一覧） 

交付額及び 

条件 

機器の取得価格（税抜）またはリース費用の２分１とし、１会員あたり５０，０００円（上限）

とする。（１，０００円未満切り捨て） 

但し、鹿児島県内の認可営業所で使用するために新たに導入した機器を対象とする。 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

会員は、交付対象となった機器が装着の日から起算して１年を経過するまでの期間は、

譲渡、交換、廃棄、他用途への転用、貸付又は担保に供してはならない。処分の禁止に該

当した場合は、助成金を返金しなければならない。 

但し、あらかじめ理事会の承認を得た場合はこの限りではない。

備  考  

- 16 -



助成請求額

購入費用の2分の1または

リース費用の2分の1(税抜)

（1,000円未満切捨）

1会員　1セットまで

台数
（台）

導入年月

適性診断機器導入内訳書

　　　合　　計

年1 月

導入機器名導入費用(税抜)
整理
番号

支　 　店
営業所名
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助成事業名称 ６ コボレーンシート導入助成金 

対象機器等 ダンプ車両の積荷(砂利、土砂等）の飛散を防止するためのコボレーンシート 

交付額及び 

条件 

機器の取得価格（税抜）の２分の１とし、１会員あたり３０，０００円（上限）とする。 

（１，０００円未満切り捨て） 

但し、新たに取付・交換（鹿児島県内に登録している事業用貨物自動車に限る。）した 

ものを対象とする。 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

会員は、交付対象となった装置が装着の日から起算して１年を経過するまでの期間は、

譲渡、交換、廃棄、他用途への転用、貸付又は担保に供してはならない。処分の禁止に該

当した場合は、助成金を返金しなければならない。 

但し、あらかじめ理事会の承認を得た場合はこの限りではない。

備  考  
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助成請求額

シートのみ

購入費用の2分の1(税抜)

1会員　上限30,000円

（1,000円未満切捨）

1 鹿児島

2 鹿児島

3 鹿児島

4 鹿児島

5 鹿児島

※機器取付(装着)車両番号については、別紙または車検証(写)を添付することで記載に代えることができます。

機器取付(装着)車両番号

導入年月
整理
番号

支　 　店
営業所名

機器取得費用
(税抜)

枚数
（枚）

1

月

年 月

コボレーンシート導入内訳書

　　　合　　計

年2
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助成事業名称 ７-１ 貨物自動車ドライバー等安全運転研修助成金（安全運転研修等） 

対象研修等 

下記の助成対象研修施設で実施される安全及び事故防止に関する知識及び運転技能 

向上等を目的としたドライバー等の安全教育訓練であって全ト協及び当協会が指定した 

研修とする。 

（１） 中部トラック総合研修センター   (２) 埼玉県トラック総合教育センター 

（３） 安全運転中央研修所        （４） クレフィール湖東 

（５） ドライビングアカデミー北海道   （６） ドライビングアカデミー弘前 

（７） ドライビングアカデミー宮城    （８） ドライビングアカデミーぐんま 

（９） ドライビングアカデミー千葉   （10） ドライビングアカデミー小田原   

（11） ドライビングアカデミー大原   （12） ドライビングアカデミーABOSHI 

（13） ドライビングアカデミーテクノ  （14） ドライビングアカデミー石原 

（15） ドライビングアカデミーＯＮＧＡ （16） ドライビングアカデミーＭＩＹＵＫＩ 

（17） ドライビングアカデミーＯＮＧＡ（２日間研修） 

（18） ドライビングアカデミーＭＩＹＵＫＩ（２日間研修）＜けいゆう自動車学校＞ 

（19） マジオドライバーズスクール鹿児島校（県ト協指定・半日研修） 

（20） 空港自動車学校（県ト協指定・半日研修） 

交付額及び 

条件 

① 上記の（１）～（１６）については、各研修受講料（所定の宿泊代、食事代等を含む。） 

の助成として、 

・会員の県内の認可営業所に在籍する運転者等が受講した場合、受講料の７割を助成 

する。 

但し、会員の県内の認可営業所かつＧマーク認定事業所に在籍する運転者等が受講 

した場合は、受講料の全額を助成する。 

② 上記の（１７）については、研修受講料（４８，０００円）【所定の宿泊代、食事代等を 

含む。】の一部助成として、 

・会員の県内の認可営業所に在籍する運転者等が受講した場合、２４，０００円を助成 

する。 

但し、会員の県内の認可営業所かつＧマーク認定事業所に在籍する運転者等が受講 

した場合は、３４，０００円を助成する。 

③ 上記の（１８）については、研修受講料（４０，０００円）の一部助成として、 

・会員の県内の認可営業所に在籍する運転者等が受講した場合、２０，０００円を助成 

する。 

但し、会員の県内の認可営業所かつＧマーク認定事業所に在籍する運転者等が受講 

した場合は、２８，０００円を助成する。 

④ 上記の（１９）・（２０）の半日研修については、研修受講料（１５，１２０円）の一部 

助成として、 

・会員の県内の認可営業所に在籍する運転者等が受講した場合、１０，０００円を助成 

する。 

但し、会員の県内の認可営業所かつＧマーク認定事業所に在籍する運転者等が受講 

した場合は、受講料の全額を助成する。 
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なお、（１）～（２０）について、１研修当たり１会員原則２名までとし、交通費については、 

受講各社の負担とし、また、1 人あたり年度に受講できる研修はいずれか１研修とする。 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

申込みの取下げ又は受講中止等の場合の費用負担については、申込みをした会員また

はドライバー等が（１）から（３）のいずれかに該当する場合は、受講料等を全額負担しなけ

ればならない。 

(１）研修受講開始日の７日前を経過して申込みを取り下げたとき。 

（２）特別な事由なく、所定の研修を受講しないか、又は受講を途中で中止した 

とき。 

(３) 研修または手続き等において、不適切な行為があったとき。

備  考 

【受講申込申請手続き及び報告等について】 

※貨物自動車ドライバー等安全運転研修助成様式を使用すること。 

会員は、受講しようとする研修施設(１)～(１８)にあらかじめ予約〔※（１９）・（２０）の当協

会指定研修除く。〕をした上で、（ド研）様式１-１のドライバー等安全教育訓練実施申込書

に事業所名、受講者氏名、希望する研修コース等の必要事項を記入の上、各研修日の 

原則１５日前までに当協会へ申込みを行い、あらかじめ研修受講料を指定研修施設へ 

振込を行うものとする。受講開始日の原則７日前までに所定の受講料を納入しないとき

は、申込みを取下げたものとする。また申込みは、先着順に受け付けるものとする。 

会員は、助成金の交付を受けようとするときは、訓練実施後原則１０日以内に様式１の

助成金交付請求書（助成事業実施報告書）と（ド研）様式１-２のドライバー等安全教育訓

練実施報告書(別途、添付書類あり)を当協会に提出し請求するものとする。 

 会員は、申込みを取下げるときは、研修受講開始日の７日前までに当協会に（ド研）様式

１-３を提出するものとする。 

・安全性優良事業所（Ｇマーク認定事業所）とは、当協会で把握している当該年度の４月 

1 日時点の認定事業者を基とします。 

但し、年度途中で、認定の取り消し等により要件を満たさなくなった場合は、認定取消日

等以降に未認定事業者として取り扱います。 
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助成事業名称 ７-２ 貨物自動車ドライバー等安全運転研修助成金（初任運転者等研修） 

対象研修等 

下記の助成対象研修施設で実施される安全及び事故防止に関する知識及び運転 

技能向上等を目的とした初任運転者等の安全教育研修であって当協会が指定した研修 

とする。 

（１） マジオドライバーズスクール鹿児島校（県ト協指定） 

（２） ドライビングアカデミーＭＩＹＵＫＩ＜けいゆう自動車学校＞（県ト協指定）

交付額及び 

条件 

上記の（１）～（２）について、研修受講料（９，４５０円）の一部助成として、 

・会員の県内の認可営業所に在籍する運転者等が受講した場合、４，０００円を助成する。 

但し、会員の県内の認可営業所かつＧマーク認定事業所に在籍する運転者等が受講 

した場合は、６，０００円を助成する。 

・助成交付人数については、（１）及び（２）をあわせて、１会員１０名（上限）までとする。 

・１研修当たり１会員原則２名までとし、交通費については、受講各社の負担とする。 

・年度で受講できる研修は、1 人あたり（１）～（２）のいずれか１研修とする。 

但し、１研修あたり受講者５名以上で実施することとし、５名未満の場合については、実施 

しないこととする。 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

申込みの取下げ又は受講中止等の場合の費用負担については、申込みをした会員また

はドライバー等が（１）から（３）のいずれかに該当する場合は、受講料等を全額負担しなけ

ればならない。 

(１）受講開始日の７日前を経過して申込みを取り下げたとき。 

（２）特別な事由なく、所定の研修を受講しないか、又は受講を途中で中止した 

とき。 

(３) 研修または手続き等において、不適切な行為があったとき。

備  考 

【受講申込申請手続き及び報告等について】 

※貨物自動車ドライバー等安全運転研修助成様式を使用すること。 

会員は、受講しようとする研修について事前に当協会に確認をした上で、（ド研）様式 

１-１のドライバー等安全教育訓練等実施申込書に事業所名、受講者氏名、希望する研修

コース等の必要事項を記入の上、各研修日の原則１５日前までに当協会へ申込みを行

い、あらかじめ研修受講料を指定研修施設へ振込を行うものとする。 

受講開始日の原則７日前までに所定の受講料を納入しないときは、申込みを取下げた

ものとする。また申込みは、先着順に受け付けるものとする。 

 会員は、助成金の交付を受けようとするときは、研修受講後原則１０日以内に様式１の助

成金交付請求書（助成事業実施報告書）と（ド研）様式１-２のドライバー等安全教育訓練

等実施報告書(別途、添付書類あり)を当協会に提出し請求するものとする。 

 会員は、申込みを取下げるときは、研修受講開始日の７日前までに当協会に（ド研）様式

１-３を提出するものとする。 

・安全性優良事業所（Ｇマーク認定事業所）とは、当協会で把握している当該年度の４月 

1 日時点の認定事業者を基とします。 

但し、年度途中で、認定の取り消し等により要件を満たさなくなった場合は、認定取消日

等以降に未認定事業者として取り扱います。
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助成事業名称 ７-３ 貨物自動車ドライバー等安全運転研修助成金（事故・違反運転者研修） 

対象研修等 

下記の助成対象研修施設で実施される「貨物自動車運送事業者が事業用自動車の 

運転者に対して行う指導及び監督の指針」に基づく安全及び事故防止に関する知識向上

等を目的とした事故・違反運転者に対する安全教育研修であって当協会が指定した研修と

する。 （１） マジオドライバーズスクール鹿児島校（県ト協指定研修） 

交付額及び 

条件 

上記の（１）について、研修受講料（３４，０００円）の一部助成として、 

・会員の県内の認可営業所に在籍する運転者等が受講した場合、５，０００円を助成する。 

但し、会員の県内の認可営業所かつＧマーク認定事業所に在籍する運転者等が受講 

した場合は、１０，０００円を助成する。 

・助成交付人数については、１会員２名まで（上限）とする。 

・１研修当たり１会員原則１名までとし、交通費については、受講各社の負担とする。 

・運転者 1人あたり年度に受講できる研修は、１回とする。 

なお、研修日程については、研修実施施設と調整・確定後、当協会に報告して実施する 

こととする。 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

申込みの取下げ又は受講中止等の場合の費用負担については、申込みをした会員または

ドライバー等が（１）から（３）のいずれかに該当する場合は、受講料等を全額負担しなけれ

ばならない。 

(１）受講開始日の７日前を経過して申込みを取り下げたとき。 

（２）特別な事由なく、所定の研修を受講しないか、又は受講を途中で中止した 

とき。 

(３) 研修または手続き等において、不適切な行為があったとき。

備  考 

【受講申込申請手続き及び報告等について】 

※貨物自動車ドライバー等安全運転研修助成様式を使用すること。 

会員は、受講しようとする研修について事前に当協会に確認をした上で、（ド研）様式１-

１のドライバー等安全教育訓練等実施申込書に事業所名、受講者氏名、希望する研修コ

ース等の必要事項を記入の上、受講を希望する原則１５日前までに当協会へ申込みを行

い、研修日程について研修実施施設と調整、確定後、当協会へ報告を行い、研修を実施

するものとする。また、あらかじめ研修受講料を指定研修施設へ振込を行うものとする。 

受講開始日の原則７日前までに所定の受講料を納入しないときは、申込みを取下げたも

のとする。また申込みは、先着順に受け付けるものとする。 

 会員は、助成金の交付を受けようとするときは、研修受講後原則１０日以内に様式１の助

成金交付請求書（助成事業実施報告書）と（ド研）様式１-２のドライバー等安全教育訓練

等実施報告書(別途、添付書類あり)を当協会に提出し請求するものとする。 

 会員は、申込みを取下げるときは、研修受講開始日の７日前までに当協会に（ド研）様

式１-３を提出するものとする。 

・安全性優良事業所（Ｇマーク認定事業所）とは、当協会で把握している当該年度の４月 

1 日時点の認定事業者を基とします。 

但し、年度途中で、認定の取り消し等により要件を満たさなくなった場合は、認定取消日

等以降に未認定事業者として取り扱います。
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７-１ 安全運転研修等（全ト協・一般研修）

７-１ 安全運転研修等（全ト協・特別研修）

研修の受講から助成までの流れ

　⑥修了証

⑦実施報告

⑩助成金

⑧助成金請求

⑨助成金

全
日
本
ト
ラ

ッ
ク
協
会

鹿
児
島
県
ト
ラ

ッ
ク
協
会

会

員

事

業

者

①事前確認 　②施設予約

③受講申込 　④受講料納入

　⑤研修受講

安
全
教
育
訓
練
施
設

７-１ 安全運転研修等（県ト協研修）

研修の受講から助成までの流れ

⑥助成金

①事前確認及び申込

②施設予約

　②受講料納入

　③研修受講

⑤実施報告 　④修了証

安
全
教
育
訓
練
施
設

【
マ
ジ
オ
Ｄ
Ｓ
・
空
港
自
動
車
学
校

】

会

員

事

業

者

鹿
児
島
県
ト
ラ

ッ
ク
協
会
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７-３ 事故・違反運転者研修（県ト協研修）

受講から助成までの流れ

①事前確認及び受講申込

　③受講料納入

②施設と研修日程調整・確定

③研修日程報告

鹿
児
島
県
ト
ラ

ッ
ク
協
会

会

員

事

業

者

安
全
教
育
訓
練
施
設

【
マ
ジ
オ
D
S

】

　④研修受講

⑥実施報告 　⑤修了証

⑦助成金

７-２ 初任運転者等研修（県ト協研修）

安

全

教

育

訓

練

施

設

【
マ

ジ

オ

Ｄ

Ｓ

・

Ｍ

Ｉ

Ｙ

Ｕ

Ｋ

Ｉ

（
け

い

ゆ

う

Ｄ

Ｓ

）

】

会

員

事

業

者

　②受講料納入

受講から助成までの流れ

鹿
児
島
県
ト
ラ

ッ
ク
協
会

⑤実施報告

　③研修受講

⑥助成金

　④修了証

①事前確認及び申込み

②施設予約
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２０１９年度ドライバー等安全教育訓練促進助成対象特別研修一覧

全ト協・別表１ 
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２０１９年度ドライバー等安全教育訓練促進助成対象特別研修一覧
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２０１９年度ドライバー等安全教育訓練促進助成対象特別研修一覧
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2019年度ドライバー等安全教育訓練促進助成対象一般研修(ＭＩＹＵＫＩ・2日間）

2019年度ドライバー等安全教育訓練促進助成対象一般研修(ＯＮＧＡ・2日間）

研修区分 研修施設 研修名
研修
コード

研修受講料（円）

5/25(土) - 26(日) 、 9/28(土) - 29(日) 40,000

11/23(土) - 24(日) ※１

※１．10月以降の受講料については、消費税増税が決定次第、掲載致します。

●研修の募集人員については、研修施設へお問い合わせ下さい。

日程

1022

●研修受講料は税込価格です。また、研修受講料には研修料、宿泊代、食事代含みます。（所定の金額を超えるものは自己負担となります）

●日程等については、変更する場合がありますので、受講する際には必ず研修施設にお問い合わせ下さい。

一般・初任ドライバー研修
総合交通教育ｾﾝﾀｰ
ﾄﾞﾗｲﾋﾞﾝｸﾞｱｶﾃﾞﾐｰ

MIYUKI

指
定
研
修
施
設

研修区分 研修施設 研修名
研修

コード
研修受講料（円）

【鹿児島県トラック協会】

4/6(土) - 7(日) 、 5/25(土) - 26(日) 、 6/1(土) - 2(日)

6/15(土) - 16(日) 、 6/29(土) - 30(日) 、 7/13(土) - 14(日)

7/27(土) - 28(日) 、 8/24(土) - 25(日) 、 9/7(土) - 8(日)

9/21(土) - 22(日)

10/5(土) - 6(日) 、 10/12(土) - 13(日) 、 10/19(土) - 20(日)

11/9(土) - 10(日) 、 11/16(土) - 17(日) 、 11/23(土) - 24(日)

1/11(土) - 12(日) 、 1/25(土) - 26(日)

※１．10月以降の受講料については、消費税増税が決定次第、掲載致します。

一般・初任・貨物運転者研修 1020
総合交通教育ｾﾝﾀｰ
ﾄﾞﾗｲﾋﾞﾝｸﾞｱｶﾃﾞﾐｰ

ＯＮＧＡ

指
定
研
修
施
設

日程

※１

48,000

●研修受講料は税込価格です。また、研修受講料には研修料、宿泊代、食事代含みます。（所定の金額を超えるものは自己負担となります）

●日程等については、変更する場合がありますので、受講する際には必ず研修施設にお問い合わせ下さい。
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研修
区分

研修施設 研修種別
研修
コード

日   程 研修受講料 Ｇマーク事業所
助成額

Ｇマーク事業所
以外助成額

定員 備考

鹿マ1 5月15日（水） 15,120 15,120 10,000 3 *平日

鹿マ2 5月22日（水） 15,120 15,120 10,000 3 *平日

鹿マ3 5月29日（水） 15,120 15,120 10,000 3 *平日

鹿マ4 6月8日（土） 15,120 15,120 10,000 6 *土曜

鹿マ5 6月16日（日） 15,120 15,120 10,000 6 *日曜

鹿マ6 6月26日（水） 15,120 15,120 10,000 3 *平日

鹿マ7 7月10日（水） 15,120 15,120 10,000 3 *平日

鹿マ8 7月17日（水） 15,120 15,120 10,000 3 *平日

鹿マ9 9月7日（土） 15,120 15,120 10,000 6 *土曜

鹿マ10 9月25日（水） 15,120 15,120 10,000 3 *平日

鹿マ11 10月5日（土） 15,120 15,120 10,000 6 *土曜/夜間

鹿マ12 10月20日（日） 15,120 15,120 10,000 6 *日曜

鹿マ13 11月13日（水） 15,120 15,120 10,000 3 *平日

鹿マ14 2020年1月22日（水） 15,120 15,120 10,000 3 *平日

鹿く1 5月26日（日） 15,120 15,120 10,000 3 *日曜

鹿く2 6月9日（日） 15,120 15,120 10,000 3 *日曜

鹿く3 6月22日（土） 15,120 15,120 10,000 3 *土曜

鹿く4 9月28日（土） 15,120 15,120 10,000 3 *土曜

鹿く5 10月８日（火） 15,120 15,120 10,000 3 *平日

鹿く6 10月26日（土） 15,120 15,120 10,000 3 *土曜

平成31年度(2019)貨物自動車ドライバー等安全運転研修助成金【対象研修一覧（県ト協）】

マジオドライバーズ
 スクール鹿児島校
 （鹿児島市）

 ・半日コース
 （平日・土曜・日曜）
  10：00 15：00
 （昼食休憩含む。）
・夜間コース
（土曜）

  17：00 21：00
 （休憩含む。）

ドライバー研修
（半日）

県
ト
協
指
定
研
修

 空港自動車学校
 （霧島市）
・半日コース

 （平日・土曜・日曜）
  9：00 14：00
 （昼食休憩含む。）

ドライバー研修
（半日）
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研修
区分

研修施設 研修種別
研修
コード

日   程 研修受講料 Ｇマーク事業所
助成額

Ｇマーク事業所
以外助成額

定員 備考

鹿マ初1  4月22日（月）  23日（火） 9,450 6,000 4,000 20 ２日間

鹿マ初2  5月20日（月）  21日（火） 9,450 6,000 4,000 20 ２日間

鹿マ初3  6月17日（月）  18日（火） 9,450 6,000 4,000 20 ２日間

鹿マ初4  7月8日（月）  9日（火） 9,450 6,000 4,000 20 ２日間

鹿マ初5  9月2日（月）  3日（火） 9,450 6,000 4,000 20 ２日間

鹿マ初6  10月21日（月）  22日（火） 9,450 6,000 4,000 20 ２日間

鹿マ初7  11月25日（月）  26日（火） 9,450 6,000 4,000 20 ２日間

鹿マ初8 2020年1月20日（月）  21日（火） 9,450 6,000 4,000 20 ２日間

鹿み初1  4月24日（水）   25日（木） 9,450 6,000 4,000 15 2日間

鹿み初2  6月26日（水）   27日（木） 9,450 6,000 4,000 15 ２日間

鹿み初3  7月17日（水）   18日（木） 9,450 6,000 4,000 15 ２日間

鹿み初4  10月23日（水）   24日（木） 9,450 6,000 4,000 15 ２日間

鹿み初5 2020年1月22日（水）  23日（木） 9,450 6,000 4,000 15 ２日間

※上記の研修については、１研修５名以上で実施します。

平成31年度(2019)貨物自動車ドライバー等安全運転研修助成金(初任運転者等)【対象研修一覧（県ト協）】

初任運転者
教育研修
（2日間）

 マジオドライバーズ
 スクール鹿児島校
 （鹿児島市）
 １日目：9：20 18：20
 ２日目：9：30 17：20
 （昼食休憩含む）
  【※研修実施場所】
 マジオワークライセンス
 スクール鹿児島校
 鹿児島市卸本町6-19

 ドライビングアカデミー
 ＭＩＹＵＫＩ
 （けいゆう自動車学校）
 （都城市）
 １日目：9：20 18：20
 ２日目：9：30 17：20
 （昼食休憩含む）

初
任
運
転
者
等
研
修
（
県
ト
協
） 初任運転者

教育研修
（2日間）

研修
区分

研修施設 研修種別
研修
コード

日   程 研修受講料 Ｇマーク事業所
助成額

Ｇマーク事業所
以外助成額

定員 備考

平成31年度(2019)貨物自動車ドライバー等安全運転研修助成金(事故・違反運転者)【対象研修一覧（県ト協）】

1

◆事前に会社（管理者等）に事故状況等について、ヒアリングを実施します。

 マジオドライバーズ
 スクール鹿児島校
 （鹿児島市）
 9：30 16：30
 （昼食休憩含む）

事故惹起・
違反者研修
（1日間）

※上記の研修については、１研修１名で実施します。

事
故
・
違
反
運
転
者
研
修
（
県
ト
協
）

実施については、
研修実施先と日程
調整を行って決定

します。

マ事 34,000 5,00010,000
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2019年度ドライバー等安全教育訓練促進助成対象一般研修プログラム(ＯＮＧＡ・2日間）
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2019年度ドライバー等安全教育訓練促進助成対象一般研修プログラム(ＭＩＹＵＫＩ・2日間）
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◎開講

　・研修実施要領説明

  ・諸注意案内

  ※アルコール検知器を使用し、酒気帯びの有無の確認をします。

◎コミュニケーション能力向上

　・リスニング体験（グループワーク）

　・傾聴の技法について

◎危険予測

　・ドライブレコーダー映像から、危険予測トレーニング（グループワーク）

　危険を考え・感じる力の向上を目指す

◎講話

　・貨物車による事故事例及び統計からみる防止策

　・感情コントロール　事故、違反の要因としてその時の感情が大きく

　　左右 します。自分の感情をコントロールするためにまずは原因が

　　何なのか 探します。

　・エコドライブのための運転術（エコ運転の基本を理解します）

◎昼食

◎実技

　・日常点検　日々の点検箇所の確認を行います。

　・基本の再確認　運転姿勢など

　　基本走行の確認を行い同乗者同士でお互いの行動から改善点を

　　みつけ自身の運転に活かします

◎実技

・後退時の事故の特徴を話し合い、安全運転行動に取り組む

・死角の確認や車の誘導など基本的走行を見直す

◎運転技能診断結果及びディスカッション

  ・自身の運転特性を理解するとともに、より安全運転するための意識

    改革を目的とします。(OD式安全性テスト診断結果報告含む)

◎閉講

・アンケート記入

・講評

※運転免許証を忘れた方は本研修を受講できませんので、必ず持参してください。

※開始時間に遅れた場合は本研修を受講できません。

※適宜休憩をとります。

教室 30分

場所 時間実　　施　　項　　目

～

14:50

14:50

～

30分

12:10

12:10

4.5時間

15:00

10分教室

14:20

～

所内コース

～

12:50

～

時間

10:10

10:10

10:00

12:50

14:20

～

13:40

～

教室 70分

10:30

～

11:00

11:00

教室

13:40
40分所内コース

～

教室 20分

10:30

教室 10分

40分

50分

県ト協指定研修【マジオドライバーズスクール鹿児島校　研修プログラム：半日コース】
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県ト協指定研修【マジオドライバーズスクール鹿児島校　研修プログラム：夜間コース】

◎開講

　・研修実施要領説明

  ・諸注意案内

  ※アルコール検知器を使用し、酒気帯びの有無の確認をします。

　※運転免許証の携帯を確認します。

◎講話

　・貨物車による事故事例及び統計からみる防止策

　・感情コントロール　事故、違反の要因としてその時の感情が大きく

　　左右します。自分の感情をコントロールするためにまずは原因が

　　何なのか探ります。

　・エコドライブのための運転術（エコ運転の基本を理解します）

◎実技

　・日常点検　日々の点検箇所の確認を行います。

　・基本の再確認　運転姿勢

　　基本走行の確認を行い同乗者同士でお互いの行動から自身の運転に

　　改善の必要がないかを振り返ります。

◎実技

・後退時の事故の特徴を話し合い、安全運転行動に取り組む

・死角の確認や車の誘導など基本的走行を見直す

◎夜間訓練

　・昼夜間の見え方の違いを体験することによりどのような危険が　

　　考えられるかを理解します。

◎閉講

・アンケート記入

・事故被害者の声

・講評

※適宜休憩をとります。

※運転免許証を忘れた方は本研修を受講できませんので、必ず持参してください。

※開始時間に遅れた場合は本研修を受講できません。

※夜間訓練も実施します。万が一の寒さなどへの対策もお願い致します。

時間 実　　施　　項　　目 場所 時間

教室 10分

17:00

～

17:10

50分

教室 ７0分

17:10

～

18:20

18:20

～

19:10

所内コース

19:10

所内コース 50分
～

20:00

所内コース
及び
教室

40分
～

20:00

20:40

4時間

20:40

教室 20分
～

21:00
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県ト協指定研修【空港自動車学校　研修プログラム：半日コース】
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時　　　間 所要時間 備　　考

　９：２０～　９：３０ オリエンテーション １０分

　９：３０～１０：３０
①　トラックを運転する場合の心構え
１．トラック輸送の社会的重要性　　２．トラック事故の社会的影響

３．交通事故統計を用いた教育　　 ４．安全運行の心構え

６０分 座学

１０：３０～１１：３０
⑥　危険物を運搬する場合に留意すべき事項
１．危険物の性状　　２．危険物輸送の基本事項

３．タンクローリー運行上の注意事項

６０分 座学

１１：３０～１２：３０
⑦　適切な運行の経路及び当該経路における道路及び交通の状況
１．適切な運行経路の選択と経路情報の把握

      ２．許可運送における経路選択

６０分 座学

１２：３０～１３：２０ 　　　　昼　　　　　　食 ５０分

１３：２０～１５：２０
②　トラックの運行の安全を確保するために遵守すべき基本的事項
１．トラック運行に係る法令　　２．義務を果たさない場合の影響の把握

１２０分
座学
実技

１５：２０～１７：２０
③　トラックの構造上の特性
１．トラックの特性に合わせた運転　 ２．トレーラーの特性に合わせた運転

３．貨物の特性を理解した運転

１２０分
座学
実技

１７：２０～１８：２０

⑧　危険の予測及び回避並びに緊急時における対応方法
１．危険予測運転の必要性　　  ２．危険予測のポイント

    　３．危険予知訓練        ４．指差呼称及び安全呼称
 　   ５．緊急時における適切な対応

６０分 座学

※１　　研修時は適宜休憩をはさみます。
※２　　項目②③④の実技時間は、概ね１／２以上とします。

時　　　間 所要時間 備　　考

　９：３０～１０：３０
⑨　運転者の運転適性に応じた安全運転
１．適性診断の必要性　　２．適性診断結果の活用方法

６０分 座学

１０：３０～１１：３０

⑩　交通事故に関わる運転者の生理的及び心理的要因及び
     これらへの対処方法
１．交通事故の生理的・心理的要因　　２．過労運転防止のための留意点

      ３．飲酒や薬物の影響による危険運転防止のための留意点
      ４．ヒューマンエラーを防ぐために

６０分 座学

１１：３０～１２：３０
⑪　健康管理の重要性
１．健康起因の事故と健康管理の必要性　　２．健康管理のポイント

６０分 座学

１２：３０～１３：２０ 　　　　昼　　　　　　食 ５０分

１３：２０～１５：２０
④　貨物の正しい積載方法
１．偏荷重の危険性　　２．安全輸送のための積付け・固縛の方法

３．荷崩れ防止のための走行中の注意点

１２０分
座学
実技

１５：２０～１６：２０
⑤　過積載の危険性
１．過積載による事故要因と社会的影響　　２．過積載による罰則

  　　３．過積載の防止

６０分 座学

１６：２０～１７：２０

⑫　安全性の向上を図るための装置を備える事業用自動車の
     適切な運転方法
１．運転支援装置に係る事故の事例

      ２．運転支援装置の性能及び留意点

６０分 座学

※１　　研修時は適宜休憩をはさみます。
※２　　項目②③④の実技時間は、概ね１／２以上とします。

初任運転者研修カリキュラム

項　　　　　　目

項　　　　　　目

　　１日目(合計８時間）

　　２日目（合計７時間）

マジオドライバーズスクール鹿児島校・ＭＩＹＵＫＩ（けいゆう自動車学校）【共通】
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時 間 課 目 項 目 実施場所 実 施 内 容 分

9:30 ・研修目的及び研修内容説明

開 講 教 室 ・免許証の確認とアルコールチェック 10

9:40

9:40 ・事故時の状況やその後の反省、今後の改善対策

座 学 教 室 などカウンセリング技法を用いて実施。 50

10:30 事故違反者自身の気付き、自己成長に繋げる。

10:30 ・安全運転に必要な心理的生理的知識

座 学 教 室 ・事故の及ぼす影響と社会的責任など 90

12:00

13:00 ・運転行動から車両への影響など数値化し、自身の

実 技 運転を振り返る(ドライブドクターObjet使用） 60

14:00

14:00 ・運転者が遵守すべき事項の再確認

座 学 教 室 ・個人ワーク「安全な運転に対し不足していたこと」 60

15:00

15:00 交通事故実例の分析に基づく再発防止対策

座 学 教 室 ・交通事故実例の分析及び研究 60

16:00 ・車の技術とヒューマンエラーによる事故

16:00 ・安全運転及び事故防止決意文作成

座 学 閉 講 教 室 ・アンケート記入 30

16:30 ・総括

※事故違反者研修時は、事前に会社（安全担当者様など）に事故状況などヒアリングを実施させていただき

 ます。

※カウンセリングの状況によっては、カウンセリング時間を延長する場合があります。

・休憩は適宜もうけます。  ・研修時の交通違反は自己責任となります。

・免許及び免許条件を忘れないようお願いします。

・受講後は、研修修了証・コメントなどをお渡ししますので、御社にて指導及び監督に活用及び保存下さい。

事故再発防止対策

事故違反者研修プログラム（6時間）

マジオドライバーズスクール鹿児島校

感情コントロール
及び

社会的責任

路 上

〈 事故惹起運転者に対する特別な指導を含む研修 〉

カウンセリングを
用いた事故振返り

法令の再確認
及び
自己啓発

自分自身の運転弱
点と、改善走行

県ト協指定研修【マジオドライバーズスクール鹿児島校　研修プログラム：事故・違反運転者対象】
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（ド研）様式１－１ 
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（ド研）様式１－２ 
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（ド研）様式１－３ 
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様式３（第１３条関係）【全ト協】 

研 修 参 加 報 告 書 

会社名・営業所名               氏名 

事業改善のためご意見をお聞かせ下さい 

1．研修に参加した感想（○で囲んで下さい） 

   Ａ. 大変役に立った  Ｂ. 役に立った  Ｃ. どちらとも言えない 

Ｄ. あまり役に立たなかった  Ｅ. ほとんど役に立たなかった 

２．研修に参加後、自身に該当するものに１つだけ○をして下さい 

Ａ. 今後の安全運転に対する自己改革ができた 

    Ｂ. 自分の運転や業務に対する考え方が変わった  

Ｃ. 今までと同じ 

Ａ.またはＢ.を選択した方で、特に役に立った事項があれば具体的に書いて下さい 

３．研修内容について、今後受講したいと思う内容や改善点があれば書いて下さい 

４．受講した研修施設の設備・指導員等について 

Ａ. 満足  Ｂ. 悪い  Ｃ. どちらでもない 

５．その他、ご意見・お気づきの点があれば自由に書いて下さい 

※ この様式以外のアンケートフォーマットでの代用可

ご協力ありがとうございました         （公社）全日本トラック協会 

- 42 -



助成事業名称 ９ 睡眠時無呼吸症候群スクリーニング検査等助成金（精密検査含む。） 

対象機器(検査)

等 

ＳＡＳスクリーニング検査のうち健康保険適用外である次に掲げる検査とする。 

（１）第１次検査(簡易アンケートによるチェック、解析、判定） 

(２) 第２次検査（フローセンサ法やパルスオキシメトリ法等による簡易スクリーニング 

検査） 

(３) 精密検査 

交付額及び 

条件 

上記（１）及び（２）の検査費用のうち、 

① 第１次検査費用については、1 人あたり１，０００円(上限)とする。 

② 第２次検査費用については、1 人あたり４，０００円（上限）とする。 

③ 第１次検査及び第２次検査を同時に実施している場合は、合計検査費用の合計額 

１名あたり 計５，０００円（上限）とする。 

なお、上記対象検査（１）及び（２）について、1 会員あたりの助成人数については、 

ア 登録台数（除く：被けん引車）【鹿児島県内に登録している事業用貨物自動車に 

限る。】５０台以上の場合 １事業者３０名までとする。 

但し、安全性優良事業所（G マーク認定事業所）の認定を受けている事業者に 

おいては、１会員５０名（上限）までとする。 

イ 登録台数（除く：被けん引車）【鹿児島県内に登録している事業用貨物自動車に 

限る。】２０台～４９台の場合 １事業者２０名までとする。 

但し、安全性優良事業所（G マーク認定事業所）の認定を受けている事業者に 

おいては、１会員３０名（上限）までとする。 

ウ 登録台数（除く：被けん引車）【鹿児島県内に登録している事業用貨物自動車に 

限る。】２０台未満の場合は、登録台数（除く：被けん引車）までの人数とする。 

上記（３）については、会員が負担した検査費用（税抜）とし、 

1 名あたり、１０，０００円（上限）とする。但し、１会員２名までとする。 

注）上記の（１）・（２）及び（３）の検査の助成対象者は、会員の鹿児島県内の認可営業所 

に在籍している運転者・荷扱手等とする。 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

申請手続き及び 

報告等について

※睡眠時無呼吸症候群スクリーニング検査等助成(ＳＡＳ)様式を使用すること。 

助成金の交付を受けようとするときは、事前に（ＳＡＳ）様式１－１のトラック運転者等の睡眠時 

無呼吸症候群に係るスクリーニング検査事前申込書を当協会に、（ＳＡＳ）様式１-２のトラック 

運転者等の睡眠時無呼吸症候群に係るスクリーニング検査申込書兼委任状を全ト協指定の検査・

医療機関に提出しなければならない。助成金を受ける会員は、（ＳＡＳ）様式１-３のトラック運転者

等の睡眠時無呼吸症候群に係るスクリーニング検査助成金申請書を当協会に提出し、あわせて

（ＳＡＳ）様式１-５のトラック運転者等の睡眠時無呼吸症候群に係るスクリーニング検査結果状況等

の報告書に基づき、結果及び（ＳＡＳ）アンケートの検査・医療機関についてのアンケートを全日本ト

ラック協会へ提出しなければなければならない。なお、精密検査を実施し、助成金の交付を受けよ

うとするときは、様式１の助成金交付請求書（助成事業実施報告書）と睡眠時無呼吸症候群診断実

施内訳書を当協会に提出し請求するものとする。
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備  考 

登録台数については、当協会で把握している当該年度の4月1日時点の登録台数を 

基とし、新規入会時等については、入会時の登録台数を基とします。 

（検査・医療機関名） 

◆ＮＰＯ法人 睡眠健康研究所 

〒１５６－００４２ 東京都世田谷区羽根木１－２５－１６ 

 ＴＥＬ ０３－５３５５－９９４１ ＦＡＸ ０３－５３５５－９９５６ 

 ＵＲＬ http://sleep.umin.jp/

◆ ＮＰＯ法人 ヘルスケアネットワーク

〒５３６－００１４ 大阪府大阪市城東区鴨野西２－１１－２  

大阪府トラック総合会館３階  

ＴＥＬ ０６－６９６５－３６６６ ＦＡＸ ０６－６９６５－５２６１  

ＵＲＬ https://sas.ochis-net.jp/

◆ 一般財団法人 運輸・交通ＳＡＳ対策支援センター 

〒１６０－０００４ 東京都新宿区四谷３－２－５ 全日本トラック総合会館２階 

ＴＥＬ ０３－３３５９－９０１０ ＦＡＸ ０３－３３５３－５４３１  

ＵＲＬ http://www.sas‐support.or.jp/
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（ 会員事業者 → 都道府県トラック協会 ）               

 （ＳＡＳ）様式１－１ 

トラック運転者の睡眠時無呼吸症候群に係る 

スクリーニング検査事前申込書 

   年   月   日 

公益社団法人鹿児島県トラック協会 会長 殿 

トラック運転者の「睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）」スクリーニング検査を申し込みます。 

事 業 者 名  

代 表 者 名                          印 

住       所 
〒     － 

電話 ／ ＦＡＸ番号  

連絡責任者名  

連絡先電話番号  

検査を申込みされる検査・医療機関名の右側に、申込みされる人数をご記入ください。 

全

ト

協

指

定

機

関 

NPO 法人 睡眠健康研究所 
人

NPO 法人 ヘルスケアネットワーク 
人

一般財団法人 運輸・交通 SAS 対策支援センター 
人

申込検査・医療機関が、「全ト協指定検査・医療機関」以外の場合は、下記にご記入ください。 

地

方

協

会

指

定

機

関 

検査・医療機関名

代表者名

住所 

〒     － 

電話番号  担当者名 人
※ 社会保険等加入に係る誓約書を一緒に提出してください。 

※ 受診者数に変更が生じた場合は、必ず都道府県トラック協会までご連絡下さい。 

  特に増員については、受診前に連絡がない場合は助成が受けられなくなる場合もございます。 
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（ 会員事業者 → 検査・医療機関 ）                  （ＳＡＳ）様式１-２                

トラック運転者の睡眠時無呼吸症候群に係る 

スクリーニング検査申込書兼委任状 

   年   月   日 

殿 （検査を申込みされる検査・医療機関名をご記入ください。）

事 業 者 名  
（連絡責任者） 

役職・氏名

代 表 者 名 印 電 話 番 号  

住       所 
〒     － 

１． 私（申込者）は、睡眠時無呼吸症候群（以下「SAS」という。）のスクリーニング検査申込にかかる 

  一切の事務及び SAS スクリーニング検査結果の受領については、上記事業者に委任致します。 

   また、検査の結果、「精密検査が必要」と判断された場合は、SAS が原因と思われる労働災害事故を 

  未然に防止することから検査・医療機関ならびに事業者の指導に従うことを同意致します。 

２． 私（事業者）は、申込者の検査結果から得た個人情報の保護に充分配慮するとともに、検査結果を 

理由に、解雇や配置転換など申込者の不利益の無いようにすることを同意致します。 

３． 私（事業者、申込者）は、SAS スクリーニング機器の取り扱いについては充分注意致します。なお、 

不手際により破損、紛失等が生じた場合は相当額を賠償致します。 

４． 正本は検査・医療機関に提出し、事業者は写しを保管する。 

  なお、申込者より本状の写しを求められたときは当該者の欄のみの写しを渡す。 

※ 検査・医療機関及び事業者は、個人情報保護法にもとづき、本状の取り扱いについて目的外利用並びに 

紛失、流失などの無いよう充分注意すること。

№ 機器 № 申込者氏名 ふりがな 同意年月日 印 

１ 年    月    日 

２   年    月    日 

３   年    月    日 

４   年    月    日 

５   年    月    日 

№ 機器 № 申込者氏名 ふりがな 同 意 年 月 日 印 

６ 年    月    日

７   年    月    日 

８   年    月    日 

９   年    月    日 

10   年    月    日 

11   年    月    日 

12   年    月    日 

13   年    月    日 

14   年    月    日 

15   年    月    日 

16   年    月    日 

17   年    月    日 

18   年    月    日 

19   年    月    日 

20   年    月    日 

（注）都道府県トラック協会への申請（ＳＡＳ様式１－１）の提出はお済みでしょうか。 

事前の申請がない場合は、助成が受けられない場合がありますので、ご注意ください。
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（ 会員事業者 → 都道府県トラック協会 ）              （ＳＡＳ）様式１－３ 

トラック運転者の睡眠時無呼吸症候群に係る 

スクリーニング検査実績報告書 
  年  月  日 

公益社団法人鹿児島県トラック協会 会長 殿 

トラック運転者の「睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）」スクリーニング検査助成金の交付を申請いたします。 

助成金交付申請金額 円

受診した検査・医療機関 

いずれかを○で囲んでください。 

地方協会 指定検査・医療機関 

で受診の場合 

検査・医療機関を 

ご記入ください。

１．NPO 法人睡眠健康研究所 

２．NPO 法人ヘルスケアネットワーク 

３．一般財団法人 運輸・交通 SAS 対策支援センター 

４．地方協会指定 検査・医療機関 

検査・医療機関名

代表者名

住所 

〒     － 

電話番号  担当者名

事 業 者 名 

代 表 者 名 印 

住       所 
〒     － 

電 話 番 号

一次検査受診者数 人 二次検査受診者数 人 

事前申込書【様式１－１】でご記入いただいた申込み人数 人 

事前申込書【様式１－１】に対する受診状況についていずれかを○で囲んでください。 

1. 申請通りに全員受診済み    

2. 一部未受診者あり（①これから受診する   人 ②受診は中止する   人） 

※ 未受診の方は早急に検査を受けてください。 また、事前申込書の検査受診人数を超過することはできません。 

振 込 先 

金融機関

金融機関名           銀行          支店

口 座 名 義 

口 座 番 号 
1. 普通 

2. 当座 

※ 検査・医療機関の検査明細書の写し及び領収書の写しを添付してください。
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（ 会員事業者 → 全ト協 ）１/２枚目               （ＳＡＳ）様式１－５ 

  年  月  日 

全日本トラック協会 交通・環境部 宛 

ＦＡＸ ０３－３３５４－１０１９ 

メールアドレス sas-josei@jta.or.jp  

トラック運転者の睡眠時無呼吸症候群に係る 

スクリーニング検査結果状況等の報告 

この報告及びアンケートは、スクリーニング検査終了後、全日本トラック協会にＦＡＸでご提出

ください。なお、今回の検査でＳＡＳと確定診断を受けた方がいる場合、その後の治療状況を確認

し、下の◆の表に記入してからＦＡＸして下さい。

また、報告が無い場合は、次年度以降検査助成を受けられない場合があることを、あらかじめ 

ご了承ください。 

所 属 協 会  公益社団法人鹿児島県トラック協会 

事 業 者 名  

住       所 
〒     － 

電 話 番 号  記入者名  

SAS スクリーニング検査結果報告 

① 『スクリーニング検査を受診した』人数    人
② 上記①の結果、『要精密検査と判定された方』の人数 人
③ 上記②のうち、『医療機関を受診した』人数 人

④ 上記③のうち、『ＳＡＳと確定診断を受けた方』の人数 
※ 

人

◆上記④でＳＡＳと確定診断を受けた方の治療状況を下の表にご記入ください。 

上

記

④

の

※

の

人

数

の

内

訳 

  治療内

程度

治療中 

CPAP 

耳鼻科 

治療中 

歯 科 

治療中 

生 活 

指 導 
その他 未治療 人数計 

治療後 

改 善 

合 計 
人 人 人 人 人 人 人 

⇒ 
人 

重 症 
人 人 人 人 人 人 人 

⇒
人 

中程度 
人 人 人 人 人 人 人 

⇒
人 

軽 度 
人 人 人 人 人 人 人 

⇒
人 

他の 

疾患 人 人 人 人 人 人 人 
⇒

人 

合計 
 人

医療機関からの診断結果をもとに、ＳＡＳと確定診断を受けた方の現在の治療・改善状況について 

ご記入ください。            が必ず一致する人数をご記入ください。  
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（ 会員事業者 → 全ト協 ）２／２枚目                （ＳＡＳ）様式１－５ 

【2.検査及び検査・医療機関についてのアンケート】 

<SAS について> 

Q1. 会社で SAS 検査受診を実施された理由をお聞かせください。(複数回答可) 

該当するところにレ点をご記入ください。 その他の場合は理由をご記入ください。 

口 事故防止に必要だから                  口 労務(健康)管理に必要だから 

口 経営者・管理者の方の意向               口 SAS が気になるドライバーがいるから 

口 国土交通省からの通達があるから          

口 その他(                                                               ) 

<SAS スクリーニング検査を受診した検査・医療機関の対応について> 

Q2. スクリーニング検査を受診した検査・医療機関の対応はいかがでしたか。 

該当するところにレをご記入ください。 

口 とてもよかった      口 よかった       口 どちらでもない 

口 悪かった          口 とても悪かった 

Q3. 検査・医療機関に対するご意見・ご要望があればご記入ください。 

<SAS を治療中、またはこれから治療を始めようとされている従業員の方について> 

Q4. 社内で、既に SAS 治療を実施されている、またはこれから治療を始めようとされている従業員 

の方はいらっしゃいますか。該当するところにレをご記入ください。 

口 いる→Q5 にお進みください          口 いない→これでアンケートは終了です 

Q5. SAS の治療中、またはこれから SAS の治療を始めようとされている従業員の方に対し、 

運行管理面でどのような対応を行っていますか。(複数回答可) 

該当の番号にレをご記入ください。その他の場合は理由をご記入ください。 

口 点呼時に眠気がなかったか、報告を求めている 

口 時間的に余裕のある業務に優先的に配置している(または奨めている) 

口 通院のための休暇を与えている 

口 治療期間中に限り、配置転換を行っている(または奨めている) 

口 治療費の助成を行っている  

□ その他（                                           ）  

アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました。
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睡眠時無呼吸症候群実施内訳書(精密検査実施分)

整理

番号

支　 　店

営業所名
医療機関名受　　診　　日

助成請求額

1会員　2名まで

1名あたり上限10,000円

月 日年

　　　合　　計

2

1

月

受診
人数
(名)

受診日及び受診医療機関名

年 日
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助成事業名称 １０-1 健康診断助成金（定期健康診断） 

対象診断等 

(１)定期健康診断（労働安全衛生法第６６条同規則第４４条に基づく健康診断） 

（なお、特定業務従事者の２回目の診断は対象外とする。） 

*労働安全衛生法第６６条（健康診断） 

事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、医師による健康診断を 

行なわなければならない。 

*労働安全衛生法規則第４４条(一部抜粋)（定期健康診断）  

事業者は、常時使用する労働者(第４５条第１項に規定する労働者を除く。)に対し、１年

以内ごとに１回、定期に、医師による健康診断を行わなければならない。 

交付額及び 

条件 

上記（１）について、受診者１人あたり１，５００円(上限)（年度に１回のみ対象）とする。 

なお、受診費用については、消費税を除く。 

但し、1 会員あたりの申請可能人数については、 

① 登録台数（除く：被けん引車）【鹿児島県内に登録している事業用貨物自動車に 

限る。】 ５０台以上の場合 １事業者３０名（上限）とする。 

② 登録台数（除く：被けん引車）【鹿児島県内に登録している事業用貨物自動車に 

限る。】 １５～４９台の場合、１事業者１５名(上限)とする。 

③ 登録台数（除く：被けん引車）【鹿児島県内に登録している事業用貨物自動車に 

限る。】 １５台未満の場合は、登録台数（除く：被けん引車）までの人数とする。 

①・②及び③については、会員が実施する定期健康診断の受診者で、鹿児島県内の 

認可営業所に在籍している常時選任運転者とする。

なお、添付書類の医療機関発行の請求書（写）・領収証（写）については、診断の 

種類、受診者数の明記が必要です。 

注） 定款第５条(１）普通会員の(イ)にあっては、対象外とする。 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

備  考 

健康診断を実施し助成金の交付を受けようとするときは、様式１の助成金交付請求書 

（助成事業実施報告書）と突発性運転不能障害疾患予防対策内訳書（健康診断）及び 

受診者名簿一覧を当協会に提出し請求するものとする。 

・登録台数については、当協会で把握している当該年度の4月1日時点の登録台数を 

基とし、新規入会時等については、入会時の登録台数を基とします。
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受診
人数
(名)

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

・受診者名簿を添付してください。
　また、添付書類の医療機関発行の会社宛請求書(写し)・会社宛領収書(写し)については、受診者数の明記が必要です。

受　診　者　名　簿　一　覧

・ 受診者数 名

年令

1 16

2 17

3 18

4 19

5 20

6 21

7 22

8 23

9 24

10 25

11 26

12 27

13 28

14 29

15 30

　上記は、常時選任運転者であり、労働安全衛生法（安衛則第44条）に基づく定期健康診断を受診した者

であることを証明いたします。 　　　　年　　　　月　　　　日

住　　所

会 社 名

代表者名

実施日及び受診医療機関名

1

～

～

～

年令受　診　者　名

登録台数50台以上（被けん引除く。）1会員　30名まで
登録台数15～49台（被けん引除く。）1会員　15名まで
登録台数15台未満（被けん引除く。）1会員　登録台数まで

医療機関名

整理
番号

3

1名あたり1,500円

登録台数50台以上（被けん引除く。）

1会員　30名まで

登録台数15～49台（被けん引除く。）

1会員　15名まで

登録台数15台未満（被けん引除く。）

の場合は、1会員　登録台数まで

受　診　者　名

日　　　　　　時

支　 　店
営業所名

　　　合　　計

2

助成請求額

健康診断助成(定期健康診断)
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助成事業名称 １０-２ 突発性運転不能障害疾患予防対策助成金（脳及び心臓ドック、てんかん検査） 

対象診断等 

(１) 脳ドック 

①脳内出血  ②くも膜下出血   ③脳梗塞  ④一過性脳虚血発作などの検査 

(２) 心臓ドック  

①心筋梗塞  ②狭心症  ③不整脈  ④弁膜症   ⑤心不全 

⑥解離性大動脈瘤などの検査 

(３)てんかん検査 

覚醒時及び睡眠時の脳波や血液、尿などの検査 

交付額及び 

条件 

上記（１）～(２)については、会員が負担した検査費用（税抜）とし受診者１名あたり 

１０，０００円（上限）とする。 

上記（３）については、会員が負担した検査費用（税抜）とし受診者１名あたり５，０００円

（上限）とする。 

但し、（１）～（３）については、あわせて１会員２名までとする。 

（１）～（３）の検査を受診する者は、会員事業者の鹿児島県内の認可営業所に在籍して

いる運転者・荷扱手等とする。 

注） （１）～（３）については、定款第５条(１）普通会員の(イ)にあっては、対象外とする。 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

備  考 

精密検査を実施し助成金の交付を受けようとするときは、突発性運転不能障害疾患予防

対策内訳書（脳・心臓ドック及びてんかん検査）を当協会に提出し請求するものとする。 

なお、添付書類の医療機関発行の請求書（写）・領収証（写）については、診断の種類、 

受診者数の明記が必要です。 
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突発性運転不能障害疾患予防対策内訳書(脳・心臓ドッグ及びてんかん検査)

受診
人数
(名)

　上記は、運転者・荷扱手等であることを証明いたします。

　　　年　　　月　　　日

住　　所

会 社 名

代表者名

　　　合　　計

整理
番号

支　 　店
営業所名

助成請求額

受　　診　　日
医療機関名

受診者名

1会員　2名まで

脳ドッグ・心臓ドッグ検査

1名あたり上限10,000円

てんかん検査

1名あたり5,000円

受診日及び受診医療機関名・受診者名

年

月

月1 年 月

年 月

日

日2 年
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助成事業名称 １１ 適性診断受診助成金 

対象機器等 

当協会が助成対象機関として認定した実施機関が定める適性診断業務実施規程に 

従って実施される次の診断 

(１)一般診断   (２)初任診断   (３)適齢診断 

助成対象機関とは、国土交通省より認定を受けた以下の実施機関とする。 

・独立行政法人自動車事故対策機構 

・株式会社マジオネット（マジオドライバーズスクール鹿児島校） 

・有限会社串木野自動車教習所 

・株式会社みゆき学園（けいゆう自動車学校・ナカムラ自動車学校） とする。 

交付額及び 

条件 

上記（１）～（３）の診断について、 

各診断手数料のうち、１名あたり１，１５０円を助成する。 

なお、診断手数料を当協会から助成対象機関との覚書により直接払い込むため、 

会員に対する助成金の交付は行わない。 

   但し、一般診断については、１会員あたりの助成人数は登録台数の１．２倍までの 

人数を上限とする。 

  また、上記（１）～（３）について、各診断あわせて 1 名あたり年度に 1 回までとする。 

注） 定款第５条(１）普通会員の(イ)にあっては、対象外とする。 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

備  考 

登録台数については、当協会で把握している当該年度の 4月 1日時点の登録台数を 

基とし、新規入会時等については、入会時の登録台数を基とします。 

(参考)各適性診断料 

・初任診断 ４，７００円  ・適齢診断 ４，７００円 ・一般診断 ２，３００円  

助成事業名称 １２ 運転経歴証明書申請助成金 

対象機器等 
自動車安全運転センター鹿児島県事務所が発行する次の証明書を対象とする。 

・運転記録証明書（５年、３年） 

交付額及び 

条件 

発行手数料の全額 １名あたり６３０円  

１会員あたり登録車両数１．２倍までの人数を上限とし、１名あたり１回までとする。 

発行手数料を当協会から自動車安全運転センターとの覚書により直接払い込む 

ため、会員に対する助成金の交付は行わない。 

 注) 定款第５条(１）普通会員の(イ)にあっては、対象外とする。 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

備  考 

登録台数については、当協会で把握している当該年度の 4月 1日時点の登録 

台数を基とし、新規入会時等については、入会時の登録台数を基とします。 

なお、運転経歴証明書については、従業員の個人情報（氏名、生年月日等）を 

記載されておりますので、証明を取得するは、あらかじめ事業所（営業所）内の当該

従業員に同意を得て申請を行って下さい。 
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助成事業名称 １３ 運行管理者等一般講習受講助成金 

対象機器等 

当協会が助成対象機関として認定した実施機関が行う運行管理者等一般講習（２年に

１回受講義務）を鹿児島県内の認可営業所に在籍する管理者等が受講した場合に限る。 

助成対象機関としては、国土交通省の認定を受けた下記の実施機関とする。 

・（独法）自動車事故対策機構 

・㈱おんが自動車学校（ドライビングアカデミーＯＮＧＡ） 

・株式会社マジオネット（マジオドライバーズスクール鹿児島校） 

・㈲串木野自動車教習所 

・㈱みゆき学園（けいゆう自動車学校・ナカムラ自動車学校） 

・南九州日野自動車㈱  

とする。 

なお、受講料については、当協会から助成対象機関との覚書により直接払い込むため、 

会員に対する助成金の交付は行わない。 

交付額及び 

条件 
受講料の全額１人あたり ３，１００円（受講料の全額） 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

備  考  
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助成事業名称 １４ 環境対応車導入促進助成金 

対象機器等 

「環境対応車」とは、国土交通省の「自動車環境総合改善対策費補助金交付要綱の 

定義に該当するもののうち、全ト協が別に定める助成対象車両に該当する自動車とし、 

車両総重量２．５トン超の車両であって、以下に該当する自動車とする。 

なお、（１）及び（２）は、新車新規登録自動車に限るものとする。 

（１） 天然ガス自動車  

（２） ハイブリッド自動車   

（３） 天然ガス自動車（使用過程にあるディーゼル車からの改造） 

環境対応車対象一覧 (*追加・変更あり)に示す車両とする。 

交付額及び 

条件 

助成金の交付額は別表（環境対応車助成額等一覧）のとおりとする。 

（*国の定める価格差によって変更になる場合があります。） 

なお、消費税は、助成の対象外とする。 

会員の鹿児島県内の認可営業所において登録する貨物自動車とし、1 会員 1台まで 

とする。 

但し、安全性優良事業所（G マーク認定事業所）の認定を受けている事業者において

は、１会員２台（上限）までとする。 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

会員は、交付対象となった車両が新車の場合は、新規登録の、使用過程にあるディ 

ーゼル車からの改造の場合は構造等変更検査の日付（以下「事業完了日」という。）から

起算して下記の法定耐用年数を経過するまでの期間は、譲渡、交換、廃棄、売却、他用途

への転用、貸付または担保に供してはならない。処分の禁止に該当した場合は、助成金を

返金しなければならない。 

但し、あらかじめ理事会の承認を得た場合はこの限りではない。 

（１） 最大積載量２トン以下の事業用トラック ３年 

（２） 最大積載量２トン超の事業用トラック   ４年

備  考 

【申請手続き及び報告等について】 

※環境対応車導入促進助成様式を用いて申請すること。 

助成を受けようとするときは、当協会に対し、４月１日より１月３１日までに環境対応車 

導入促進助成金交付申請書（複写式）により事前申請するものとする。 

但し、４月～６月登録の車両に限り事業完了日以降の申請を認めることとし、その受付

期限は７月３１日までとする。 

上記期間内であっても、予算に達した場合は、その時点までとする。 

助成金の対象となる車両は、当該助成金の交付を申請する日の属する会計年度の２月

２８日までに登録を完了し、支払いが終了または、リース契約の手続きが終了するもので

なければならない。 

会員は、環境対応車導入事業が完了したときは、当協会に対し、（環導）様式１または 

１-２の環境対応車導入促進助成事業実績報告書を提出しなければならない。当該車両が

リースによる導入の場合は会員のリース契約先に対して、買取りによる導入の場合は会員

に対して、それぞれ助成金を交付する。交付決定後、申請内容を変更するときは、会員

は、（環導）様式１-３の環境対応車導入促進助成金交付申請変更届書を当協会に提出し 

事前申込が必要です。
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なければならない。交付を辞退するとき、または事業の遂行が困難となったときは、会員は

速やかに（環導）様式１-４の環境対応車導入促進助成金交付申請取下届出書を当協会に

提出し、その指示を受けなければならない。 

・安全性優良事業所（Ｇマーク認定事業所）の認定を受けている事業者とは、当協会で把

握している当該年度の４月 1日時点の認定事業者を基とします。 

但し、年度途中で、認定の取り消し等により要件を満たさなくなった場合は、認定取消日

等以降に未認定事業者として取り扱います。 
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環境対応車対象一覧 

2019年4月1日現在

車両総重量

1～1.5トンクラス ２トンクラス ４トンクラス 25トンクラス 注２

【車名】 【　　－　　】 【エルフ】 【フォワード】 【ギガ】

型式 －

TFG－N＊R８２ＺAN
ＴFG－N＊R８２AN
TFG－N＊R８２ZN
TFG－N＊R８２N
TFG－N＊R８２YZN

2PG－FRR９０S２改
QFG-CYL７８B
QFG-CYJ７８B

価格差（千円） － 800 3,000

【車名】 【　　－　　】 【タイタン】 【　　－　　】

型式 －
ＴFG－L＊R８２ＺN
ＴFG－L＊R８２ZAN

－

価格差（千円） － 800 －

【参　考】 車両総重量

1～1.5トンクラス ２トンクラス ４トンクラス 25トンクラス

価格差の1/3 価格差の1/3 価格差の1/3

－ 価格差の1/6 価格差の1/6 1,000

2019年度　メーカー別・環境対応車の通常価格との価格差　注1　(ＣＮＧトラック)

最大積載量
メーカー

いすゞ自動車

マツダ

最大積載量

国土交通省補助金　注3

全ト協助成額（千円）

注３：最大積載量５トンかつ車両総重量８トン以上の改造車両については、国の補助対象外となります。

注１：国の定める「通常車両価格との差額」

注２：「通常車両価格との差額」の設定はありません。
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2019年4月25日現在

２トンクラス ４トンクラス　注２

【車名】 【デュトロ】 【　　－　　】

型式

TSG－XK＊＊＊＊M
  2SG-XK＊＊＊＊M
TSG－XK＊＊＊＊X
 2SG-XK＊＊＊＊X

－

価格差（千円） 770 －

【車名】 【ダイナ/トヨエース】 【　　－　　】

型式

TSG－XKC６＊＊
TSG－XKU６＊＊
TSG－XKU６＊＊A
TSG－XKU７＊＊

－

価格差（千円） 770 －

【車名】 【エルフ】 【　　－　　】

型式

TSG－N＊R８５AN
TSG－N＊R８５N
TSG－N＊R８５ＫAN
TSG－N＊R８５ＰAN

－

価格差（千円） 770 －

【車名】 【キャンター】 【　　－　　】

型式

TSG－FEA１３＊
TSG－FEA５３＊
TSG－FEB７３＊

－

価格差（千円） 770 －

【車名】 【カゼット】 【　　－　　】

型式

TSG－FEA１＊＊
TSG－FEA５＊＊
TSG－FEB７＊＊

－

価格差（千円） 770 －

【車名】 【アトラス】 【　　－　　】

型式
TSG－FEA５X
TSG－FEB７X

－

価格差（千円） 770 －

　　【参　考】

２トンクラス ４トンクラス

価格差の1/3 価格差の1/3

価格差の1/8 価格差の1/8

いすゞ自動車

三菱ふそう
トラック・バス

日産自動車

ＵＤトラックス

注１：国の定める「通常車両価格との差額」

注２：2019年4月現在、4トンクラスの環境対応車型式はありません。

最大積載量

国土交通省補助額　注３

全ト協助成額（千円）

注３：最大積載量２トンかつ車両総重量４トン以下の車両については、国の補助対象外となります。

日野自動車

トヨタ自動車

メーカー

2019年度　メーカー別・環境対応車の通常価格との価格差 注１　　(ハイブリッドトラック)

最大積載量

- 60 -



環境対応車助成額一覧 

Ⅰ．国 補助金 併用     条件     

◎天然  自動車（新車） （単位＝円）

最大積載量 価格差 全ト協 地ト協 計
新車導入  
（価格差の1/3）
経年車 廃車 
伴 新車導入

（価格差の1/3）
新車導入  
（価格差の1/3）
経年車 廃車 
伴 新車導入

（価格差の1/3）

※最大積載量５    車両総重量８  以上 改造車両      国 補助対象外 
※       車 助成額  定額50,000円    

◎      自動車（新車） （単位＝円）

最大積載量 価格差 全ト協 地ト協 計
新車導入  
（価格差の1/3）
経年車 廃車 
伴 新車導入

（価格差の1/3）
新車導入  
（価格差の1/3）
経年車 廃車 
伴 新車導入

（価格差の1/3）
※最大積載量２    車両総重量４  以下 車両      国 補助対象外 

◎天然  自動車（使用過程車改造） 定額助成 （単位＝円）

最大積載量 改造費 注2 全ト協 地ト協 計

２トンクラス 800,000 改造費の1/3 266,000 466,000

４トンクラス 3,000,000 改造費の1/3 1,000,000 1,200,000

注1：国 定   通常車両価格  差額 

注2：国 定   使用過程         車 CNG      改造事業     改造 要  経費 

※地方    協会 助成額  全 協 準  行 場合 助成例    詳細 地方    協会 確認     

※いずれも、消費税及び地方消費税は助成の対象外とする。

※地方自治体の補助がある場合、地方トラック協会または地方トラック協会と全日本トラック協会のそれぞれの助成額から減額することができる。

Ⅱ．国 補助金 併用     条件      

◎天然  自動車（新車） 定額助成 （単位＝円）

国土交通省

100,000 100,000

車両総重量 全ト協
２５トンクラス 1,000,000

449,000

４トンクラス 2,680,000 893,000 335,000 96,000 1,324,000

価格差注1 の1/8
国土交通省

２トンクラス 770,000 256,000 97,000 96,000

４トンクラス 3,000,000 1,000,000 500,000 100,000 1,600,000

2019年度 環境対応車助成額等一覧

価格差注1 の1/6
国土交通省

２トンクラス 800,000 266,000 134,000 100,000 500,000
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みほん（原本複写式） 

※社会保険等加入に係る誓約書を一緒に提出してください。 
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  年  月  日

環境対応車導入促進助成事業実績報告書（買取り） 

（助成金交付請求書） 

公益社団法人 鹿児島県トラック協会

会 長 中 村 利 秋     殿

申請者                

助成事業に関する規程第６条に基づき、助成金の支払いについて、下記の通り請求します。

記 

１．確 認 番 号：

２．事 業 所 の 名 称： 

３．対 象 車 両：(１) 種別（天然ガス自動車・ハイブリッド自動車）

(２) 台数   台

４．車 両 登 録 日：     年   月   日

５．車 両 登 録 番 号：

６．助成金支払い請求額：

７．振 込 先 銀 行 口 座：

※１. 車両が２台以上の場合は、項目１．～７．までの内訳を別紙「環境対応車導入促進助成事業
実績報告内訳書（買取り導入分）天然ガス自動車・ハイブリッド自動車用」に記載し、本実績

報告書に添付する。

※２. 添付書類
（１）導入した環境対応車の車両検査証の写し

（２）車両代金支払いに係る領収書の写し

（環導）様式１－１ 
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  年  月  日

環境対応車導入促進助成事業実績報告書（リース） 

公益社団法人 鹿児島県トラック協会

会 長 中 村 利 秋   殿

申請者                

助成事業に関する規程第６条に基づき、下記の通り請求（報告）します。

記 

１．確 認 番 号 ：

２．事業所の名称： 

３．対 象 車 両 ：(１) 種別（天然ガス自動車・ハイブリッド自動車）

(２) 台数   台

４．リ ー ス 期 間 ：

５．車両登録番号：

６．助成金支払い請求額：

７．振 込 先 銀 行 口 座：

※１. 車両が２台以上の場合は、項目１．～７．までの内訳を別紙「環境対応車導入促進助成事業
実績報告内訳書（リース導入分）天然ガス自動車・ハイブリッド自動車用」に記載し、本実績

報告書に添付する。

※２. 添付書類（初年度分についてのみ）
   （１）リース契約書の写し

   （２）導入した環境対応車の車両検査証の写し

（環導）様式１－２ 

- 64 -



  年  月  日

公益社団法人 鹿児島県トラック協会

会 長 中 村 利 秋   殿

申請者                

環境対応車導入促進助成金交付申請変更届出書 

年 月  日付け環境対応車導入促進助成金交付申請については、下記の通り変更する

こととしたので、届け出ます。

記 

１．確 認 番 号：

２．事 業 所 の 名 称： 

３．変更内容（理由）：

（環導）様式１－３ 
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  年  月  日

公益社団法人 鹿児島県トラック協会

会 長 中 村 利 秋   殿

申請者                

環境対応車導入促進助成金交付申請取下届出書 

年  月  日付け環境対応車導入促進助成金交付申請については、下記の通り取り

下げることとしたので、届け出ます。

記 

１．確 認 番 号：

２．事 業 所 の 名 称： 

３．対象車両 (１) 種別（天然ガス自動車・ハイブリッド自動車）

       (２) 車名及び車種

              (３) 型式

              (４) 台数    台

（環導）様式１－４ 
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助成事業名称 １５ ＥＭＳ用機器導入促進助成金 

対象機器等 
(１) エコドライブの実践に効果のあるＥＭＳ用車載器 

・対象機器については、EMS 用機器一覧(*追加・変更あり)に示すものとする。 

交付額及び 

条件 

(１)の機器に対して、1 台あたり１０，０００円 

新規（中古品・レンタル品を除く）に装着（鹿児島県内に登録している事業用貨物自動車

に限る。）したもので、１会員５台(上限)までとする。 

当該機器が「ドライブレコーダ機器導入促進助成」の対象機器にも該当する場合は、助

成金は交付しない。 

但し、当該機器が道路運送車両の保安基準第４８条の２に適合する運行記録計である

場合にはこの限りではない。  

なお、国からの補助金が交付された機器に対しては助成金を交付しない。 

(参考書式１；誓約書を添付すること。) 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

会員は、交付対象となった機器が装着の日から起算して１年を経過するまでの期間は、

譲渡、交換、廃棄、他用途への転用、貸付又は担保に供してはならない。処分の禁止に該

当した場合は、助成金を返金しなければならない。 

但し、あらかじめ理事会の承認を得た場合はこの限りではない。

備  考 ・対象機器については、適宜変更されるため、事前にお問合せください。 
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EMS用機器導入内訳書

整理 台数

番号 メーカー名 （台）

1 鹿児島

2 鹿児島

3 鹿児島

4 鹿児島

5 鹿児島

※機器取付(装着)車両番号については、別紙または車検証(写)を添付することで記載に代えることができます。

機器取付(装着)車両番号

支　　店 導入機器
助成請求額 装着年月

営業所名 機器名・型式

月

年

4

月

　　　合　　計

1

5

年

年 月

2

月年

年 月

3
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助成事業名称 １６ アイドリングストップ支援機器導入助成金 

対象機器等 

トラックドライバーが休憩、荷待ち等におけるエンジン停止時に相当時間連続して使用 

可能な車載用冷暖房機器で次に掲げるものとする。 

(１) エアヒータ 

(２) 車載バッテリー式冷房装置 

なお、(１)及び(２)の対象機器は、別に定めるアイドリングストップ支援機器一覧 

(*追加・変更あり)に示すものとする。 

(３) 蓄冷式クーラー   

(４) 電気式の毛布、マットまたはベッド 

交付額及び 

条件 

上記(１)及び(２)については、機器の取得価格(税抜)の２分の１以内の額とし、 

１台あたり６０，０００円（上限）とする。 

新規（中古品・レンタル品を除く）に装着（鹿児島県内に登録している事業用貨物自動

車に限る。）したものとし、１会員１台（上限）までとする。 

但し、安全性優良事業所（G マーク認定事業所）の認定を受けている事業者において 

は、１会員２台（上限）までとする。 

上記（３）については、機器の購入費用(税抜)の２分の１以内とし、１台あたり 

２０，０００円（上限）とする。 

新規（中古品・レンタル品を除く）に装着（鹿児島県内に登録している事業用貨物自動

車に限る。）したものし、１会員２台（上限）までとする。 

上記(４) については、機器の購入費用(税抜)の２分の１以内とし、1 枚あたり 

５，０００円（上限）とする。 

なお、枚（台）数は、新規（中古品・レンタル品を除く）に装着（鹿児島県内に登録して 

いる事業用貨物自動車に限る。）したもので、１会員あたり登録台数の３０％以内 

とし、上限１０枚までとする。 

但し、（１）～（４）について、国からの補助金が交付された機器に対しては助成金を 

交付しない。 

(参考書式１；誓約書を添付すること) 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

会員は、交付対象となった機器が装着の日から起算して１年（但し、（１）及び（２）につ

いては、６年）を経過するまでの期間は、譲渡、交換、廃棄、他用途への転用、貸付又は

担保に供してはならない。処分の禁止に該当した場合は、助成金を返金しなければなら

ない。但し、あらかじめ理事会の承認を得た場合はこの限りではない。

備  考 

登録台数については、当協会で把握している当該年度の 4月 1日時点の登録台数 

を基とし、新規入会時等については、入会時の登録台数を基とします。 

・対象機器については、適宜変更されるため、事前にお問合せください。 

・安全性優良事業所（Ｇマーク認定事業所）の認定を受けている事業者とは、当協会で

把握している当該年度の４月 1日時点の認定事業者を基とします。 

但し、年度途中で、認定の取り消し等により要件を満たさなくなった場合は、認定取消

日等以降に未認定事業者として取り扱います。
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台数

（台）

1 鹿児島

2 鹿児島

※機器取付(装着)車両番号については、別紙または車検証(写)を添付することで記載に代えることができます。

2 クーラー　・　ヒーター

クーラー　・　ヒーター 年 月

年

整理
番号

支　　店
営業所名

区分
(該当する方へ○)

導入機器
（機器名・型式）

機器単価
(税抜)

機器取付(装着)車両番号

アイドリングストップ支援機器導入内訳書【全ト協対象機器】

助成請求額
機器の取得価格
の2分の1(税抜）
（上限60,000円）
1会員1台まで

Ｇマーク認定事業者
1会員2台まで

　　　合　　計

装着年月

月

1
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アイドリングストップ支援機器導入内訳書【県ト協】

助成請求額

　　　・蓄冷クーラー

　　　　機器の購入費用の2分の1(税抜)

　　　　（上限20,000円）

　　　   1会員　2台まで

　　　・毛布・マット等

 　　　機器の購入費用の1/2(税抜）

　　　　（上限5,000円）

 　　　1会員登録台数の30％以内

          (上限10枚まで）

蓄冷Ｃ・毛布 (メーカー名)

マット(ベッド) (機器名・型式)

蓄冷Ｃ・毛布 (メーカー名)

マット(ベッド) (機器名・型式)

蓄冷Ｃ・毛布 (メーカー名)

マット(ベッド) (機器名・型式)

蓄冷Ｃ・毛布 (メーカー名)

マット(ベッド) (機器名・型式)

蓄冷Ｃ・毛布 (メーカー名)

マット(ベッド) (機器名・型式)

※蓄冷Ｃとは、蓄冷式クーラーをいう。

※毛布・マット(ベッド)とは、電気式毛布、マットまたはベッドをいう。

1 鹿児島

2 鹿児島

3 鹿児島

4 鹿児島

5 鹿児島

6 鹿児島

7 鹿児島

8 鹿児島

9 鹿児島

10 鹿児島

※機器取付(装着)車両番号については、別紙または車検証(写)を添付することで記載に代えることができます。

2

区分
(該当する方へ○)

メーカー名
機器名・型式

3

1

支　　　店
営業所名

4

5 月年

月

月

年

年

年

整理
番号

月

月

機器取付(装着)車両番号

装着年月
台数
(台)

機器単価
(税抜)

年

　　　合　　計
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助成事業名称 １７ エコタイヤ導入促進助成金 

対象機器等 
転がり抵抗を２０％程度低減するタイヤで、タイヤメーカーにおいて「エコタイヤ」と定めた 

ものとする。 

交付額及び 

条件 

１本あたり１，０００円 

但し、当該年度に新たに導入したエコタイヤ（鹿児島県内に登録している事業用貨物 

自動車に装着したもの）とし、1 会員につき５０本（上限）までとする。 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

備  考  
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整理 本数 助成請求額 装　　　着

番号 (本)
1本あたり　1,000円

1会員　50本まで 車両番号

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

(メーカー名) 鹿児島

(製品名・型式)

エコタイヤ導入内訳書

メーカー名支　　　店

13

12

年 月

装着年月
製品名・型式

14 年 月

15 年 月

16 年 月

営業所名

10 年 月

11

年 月

年 月

6 年 月

7 年 月

8 年 月

9 年 月

1 年 月

2 年 月

3 年 月

4

5 年 月

　　　合　　計

年 月
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助成事業名称 １８ グリーン経営認証制度促進助成金

対象機器等 認証機関（公財）交通エコロジー・モビリティ財団が行う新規及び更新の認証 

交付額及び 

条件 

・新規認証 １会員 ３０，０００円 

・更新認証 １会員 ２０，０００円 

但し、鹿児島県内の認可営業所で新規認証または更新認証を受けたものとし、 

１会員の申請は、１回までとする。  

なお、新規認証の場合は初回登録日、更新認証の場合は更新登録日が当該年度に

属する日でなければならないものとする。 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等  

備  考  
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助成請求額

新規　30,000円

更新　20,000円

1会員申請は1回まで

1

支　　店

営 業 所

年

グリーン経営認証制度内訳書

区分

登録年月日
(該当する方へ○)

新規　　・　　更新 　T－

　　　合　　計

登録番号

月

整理
番号

日
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助成事業名称 １９ 自家用燃料供給施設整備支援助成事業助成金（全ト協） 

対象機器等 

会員事業者（定款第５条(１）普通会員の(ア)に限る。)が鹿児島県内に指定数量 

（１，０００リットル）以上の軽油専用タンクの設置を伴う自家用燃料供給施設の新設、 

増設または増設を伴う代替 

交付額及び 

条件 

・軽油供給施設の新設 １００万円 

・軽油タンクの増設   ３０万円 

但し、公募期間初日に申請が予算総額を超過した際は、１件当りの助成金額を減額す

る場合がある。 

○公募期間 ２０１９年８月１日～２０１９年１０月３１日

予算額に達した場合は、その時点で申請受付を終了する。 

※新設・増設の考え方  

原則、「危険物取扱所設置許可書」により、以下のとおり判断する。 

 ・「設置許可書」：新設  ・「変更許可書」：増設 

ただし、「変更許可書」の変更理由が、設置場所住所、容量等タンクの増設に係る 

変更ではない場合は、新規と見做す場合もある。 

・指定数量（１，０００リットル）以上の軽油専用タンクの設置を伴う自家用燃料供給施

設の新設、増設または増設を伴う代替を行い、２０１９年４月１日～２０２０年２月２９日ま

でに市町村（各市町村地区消防組合等）より危険物取扱所の完成検査済証の交付を受け、

支払いを完了（支払い完了には割賦販売契約により導入した場合を含む。）ものとする。 

・交付申請は、年度内１施設限りとする。 

・過去（平成２０年～２６年度及び平成２８～３０年度）に同事業による助成金の 

交付を受けた会員事業者等は、助成対象外とする。 

・災害等の緊急時に当協会より優先的な軽油の供給要請があった場合に対応可能な 

会員を対象とする。 

また、次に掲げたものについては、本助成事業の対象外とする。 

 （１）軽油専用タンクの設置を伴わない自家用燃料供給施設の新設 

 （２）転売・貸与等、自家用目的以外の用途に使用する軽油供給施設の新設 

 （３）既存の軽油専用タンクの修復

 （４）中古品またはリースによる軽油専用タンクの新設 

（５）（新設の場合）貯蔵する油種のうち軽油の割合が１/２未満の場合 

（６）（増設の場合）軽油の貯蔵量が増加しない場合 

注）全日本トラック協会の定める「自家用燃料供給施設整備支援助成金交付要綱」 

により助成要件等が変わる場合がある。

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

助成対象となった施設、設備が取得より１年を経過するまでの期間は、譲渡、交換、廃棄、

他用途への転用、貸付または担保を禁止する。 

処分の禁止に該当した場合は、助成金を全額返戻しなければならない。 
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備  考 

【申請手続き及び実績報告等について】 

※自家用燃料供給施設整備支援助成事業の申請については、別途、全日本トラック協会が定める様式

を用いること。自家用燃料供給施設の整備が完了したときは、速やかに実績報告書を提出しなければ

ならない。 

但し、提出期限は、２０２０年３月２日(月)までとする。 
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助成事業名称 ２０ 中小企業大学校講座受講促進助成金 

対象研修等 

○対象機関 

国の人材養成機関である中小企業大学校９校及びＷＥＢｅｅ Ｃａｍｐｕｓ（Ｗｅｂ講座）（別表） 

対象講座は中小企業大学校の各校（ＷＥＢｅｅ Ｃａｍｐｕｓ含む）が定める講座であって、 

次の各号に掲げるものとする。 

(１) トップのための経営戦略、経営計画等に関する講座 

(２) 実践的な財務管理、利益計画等に関する講座 

(３) 管理者のための人材育成、労務管理等に関する講座 

(４) 女性リーダーの能力開発等に関する講座 

(５） 情報化、システム構築に関する講座 

(６) その他物流事業に関する講座 

○受講対象者 

会員である法定中小企業者（資本金３億円以下又は常傭従業員３００人以下）の経営者、

後継者および管理者とする。

交付額及び 

条件 

○短期講座…受講料の２/３ 

○長期講座…受講料の１/３（全ト協分のみ） 

※Ｗｅｂ研修含む（中小企業大学校のインターネットを活用した研修） 

但し、国、自治体、他団体から受講料の１/３以上の助成を受けた場合、全ト協分のみ（１/３） 

助成する。 

1 会員からの複数の申込みも妨げない。ただし、申込が多い場合は人数を調整する。 

なお、定款第５条(１）普通会員の(イ)にあっては、１名とする。 

予算額 予算総額は、別途定める額とする。 

処分の禁止等 

備  考 

【申請手続き及び報告等について】 

※中小企業大学校等講座受講促進に係る様式を用いること。 

受講を希望する会員は、中小企業大学校へ空き状況を確認後、（中企）様式１-１の 

「受講申請通知書」により各講座の２０日前までに当協会へ届け出ること。 

当協会は、「受講申請通知書」の届け出があったときは予算の範囲内であることを確認の

上、速やかに会員に（中企）様式１-２「受講承認通知書」により通知する。 

会員は、当協会からの受講承認の通知があった時は、受講しようとする学校へ（中企）様式

１-３「受講申込書」により申し込みをし、所定の受講料（全額）を直接納入すること。 

会員は、受講者が所定期間を受講し、「受講修了証書」の交付を受けたときは、速やかに

（中企）様式１-４「受講修了通知書」を当協会へ提出すること。
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中小企業大学校講座受講促進助成金対象先一覧

学校名 郵便番号 所在地 電話番号

旭川校 ０７８－８５５５ 北海道旭川市緑が丘東３条２－２－１ ０１６６－６５－１２００

仙台校 ９８９－３１２６ 宮城県仙台市青葉区落合４－２－５ ０２２－３９２－８８１１

三条校 ９５５－００２５ 新潟県三条市上野原５７０ ０２５６－３８－０７７０

東京校 ２０７－８５１５ 東京都東大和市桜が丘２－１３７－５ ０４２－５６５－１１９２

瀬戸校 ４８９－０００１ 愛知県瀬戸市川平町７９ ０５６１－４８－３４００

関西校 ６７９－２２８２ 兵庫県神崎郡福崎町高岡１９２９ ０７９０－２２－５９３１

広島校 ７３３－０８３４ 広島県広島市西区草津新町１－２１－５ ０８２－２７８－５８００

直方校 ８２２－０００５ 福岡県直方市永満寺１４６３－２ ０９４９－２８－１１４４

人吉校 ８６８－００２１ 熊本県人吉市鬼木町梢山１７６９－１ ０９６６－２３－６８００

ＷＥＢｅｅ

Ｃａｍｐｕｓ

国の人材養成機関である中小企業大学校９校

Ｗｅｂ講座
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  年  月  日

公益社団法人 鹿児島県トラック協会

会 長 中 村 利 秋    殿

住 所

会 社 名

代表者名

電話番号

受 講 申 請 通 知 書

 下記の者について、中小企業大学校の所定の講座を受講させたいので届け出いたします。

記 

１. 学 校 名 中小企業大学校     校

２. 受 講 期 間    年  月  日 ～  年  月  日

３. 講 座 名

４. 受講者氏名（歳）                  

５. 所属部課名・役職名

６. 対 象 講 座 受 講 料                           円   

７. トラック協会以外からの受講料助成金    ① 有り・無し

② 機関名  

                       ③      円 

※社会保険等加入に係る誓約書を添付してください。

（中企）様式 1 
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  年  月  日

（会社名） 

（代表者名）              殿 

公益社団法人 鹿児島県トラック協会

                      会 長 中 村 利 秋      

受 講 承 認 通 知 書

 平成 年 月 日通知のあった下記の中小企業大学校の講座受講については承認しましたので

通知いたします。

記 

１. 学 校 名 中小企業大学校  校

２. 受 講 期 間      年  月  日 ～  年  月  日

３. 講 座 名

４. 受講者氏名（歳）                     

５. 所属部課名・役職名

（中企）様式１－２ 
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（中企）様式１－３ 
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  年  月  日

公益社団法人 鹿児島県トラック協会

会 長 中 村 利 秋    殿

会 社 名

代表者名 

電話番号

法人番号

受 講 修 了 通 知 書

   年 月 日で受講を承認いただいた下記の者について、中小企業大学校の所定の講座の受講

を修了しました。つきましては助成事業に関する規程第 6条に基づき通知いたします。

記 

１. 学 校 名 中小企業大学校   校

２. 受 講 期 間      年  月  日 ～  年  月  日

３. 講 座 名

４. 受講者氏名（年齢）                      

５. 所属部課名・役 職 名

６. 対 象 講 座 受 講 料                              円

７. トラック協会以外からの受講料助成金   ① 有り・無し

② 機関名  

                       ③      円 

８. 振 込 先 口 座   

・（金融機関・支店名）                        

       ・（預金種別・口座番号） 普通・当座

       ・（口座名義）                 

※添付書類 「受講修了証書」（写し）及び「振込金受取書」等（写し）及び中小企業大学校

アンケート（写し） 

（中企）様式１－４ 
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